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資資料料１１  環環境境基基本本条条例例  
平成 10 年７月３日 

条例 第 30 号 

 

目次 

前文 

第１章  総則（第１条－第８条） 

第２章  環境の保全及び創造に関する基本的施策等（第９条－第 18 条） 

第３章  市民参加の促進（第 19 条－第 22 条） 

第４章  地球環境保全の推進（第 23 条） 

第５章  環境の保全及び創造の推進体制等（第 24 条・第 25 条） 

第６章  環境審議会等（第 26 条・第 27 条） 

附則 

 

私たちの市川は、首都東京と隣接し、豊かな流れの江戸川、下総台地の斜面の緑、市街地に群

生する黒松、そして南部では東京湾に臨むなど恵まれた自然環境の下、先人たちの知恵や事跡を

大切に受け継ぎながら、万葉の歴史息づく文化の薫り高い都市として発展してきた。 

これまでの都市としての発展は、市民生活の向上や産業活動の活発化をもたらしたが、翻って

みると一部では貴重な自然が失われ、また、資源やエネルギーの大量消費を伴い、環境への負荷

が増大するものであった。こうした営為が、生命の源であり人類の存続基盤でもある地球環境を

脅かすまでに至っている。 

私たちは、これまで健全で良好な環境を求めて、公害防止対策や自然環境保全など、様々な施

策を講じてきた。しかし、今日の環境問題が質的にも量的にも変化していることに伴い、新たな

時代の環境保全対策の必要性に迫られていることにかんがみ、環境への負荷の少ない社会を構築

し、自然と文化が調和した魅力的で快適な環境の実現を目指さなければならない。 

自然との共生に配慮し、省資源型・資源循環型の快適な環境を実現していくために、今こそ私

たちは英知を傾け、総力を挙げて環境の保全及び創造に取り組み、ひいては地球環境全体の保全

に資する行動に努めるべきである。 

私たちは、恵み豊かな環境からの恵沢を享受することの重要さを理解し、将来の世代に引き継

いでいこうと、一人ひとりが担うべき役割を果たし、もって住みよい文化都市を実現していくた

め、ここにこの条例を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、環境の保全及び創造について基本理念を定め、並びに市、事業者及び市民

の責務を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関する施策の基本的な事項を定めるこ

とにより、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将

来の市民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障

の原因となるおそれのあるものをいう。 

（２） 地球環境保全 人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、海洋の

汚染、野生生物の種の減少その他の地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事

態に係る環境の保全であって、人類の福祉に貢献するとともに市民の健康で文化的な生活の

確保に寄与するものをいう。 

（３） 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる大気の

汚染、水質の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む｡以下同じ｡）、

土壌の汚染、騒音、振動、地下水位の著しい低下、地盤の沈下（鉱物の採掘のための土地の
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掘削によるものを除く。以下同じ。）及び悪臭によって人の健康又は生活環境（人の生活に密

接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む。以

下同じ）に係る被害が生ずることをいう。 

（基本理念） 

第３条 環境の保全及び創造は、現在及び将来の市民が健全で良好な環境の恵みを受けられ、か

つ、その環境が将来にわたって維持されるように適切に行われなければならない。 

２ 環境の保全及び創造は、社会経済活動その他の活動による環境への負荷をできる限り低減す

ることその他の環境の保全及び創造に関する行動がすべての者の公平な役割分担の下に自主的

かつ積極的に行われるようになることによって、健全で恵み豊かな環境を維持しつつ、環境へ

の負荷の少ない健全な経済の発展を図りながら持続的に発展することができる資源循環型の社

会が構築されることを旨とし、及び環境の保全上の支障が未然に防がれることを旨として、行

われなければならない。 

３ 環境の保全及び創造は、大気、水、土壌その他の環境の自然的構成要素が良好な状態に保持

され、生物の多様性が確保され、及び人と自然が共生できるよう多様な自然環境が体系的に保

全されることにより、地域の自然と文化の調和のとれた快適な環境を実現していくように行わ

れなければならない。 

４ 地球環境保全が人類共通の課題であることにかんがみ、すべての者は、これを自らの課題と

して認識し、それぞれの活動の場において積極的に推進するようにしなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める環境の保全及び創造についての基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、環境の保全及び創造に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、公害を防止し、及

び自然環境を適正に保全するために必要な措置を講ずる責務を有する。 

２ 事業者は、基本理念にのっとり、環境の保全上の支障を防止するため、物の製造、加工又は

販売その他の事業活動を行うに当たって、その事業活動に係る製品その他の物が廃棄物となっ

た場合にその適正な処理が図られることとなるように情報の提供その他必要な措置を講ずる責

務を有する。 

３ 前２項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、環境の保全上の支障を防止す

るため、物の製造、加工又は販売その他の事業活動を行うに当たって、その事業活動に係る製

品その他の物が使用され、又は廃棄されることによる環境への負荷の低減に資するために必要

な措置を講ずるように努めるとともに、その事業活動において、再生資源その他の環境への負

荷の低減に資する原材料、役務等を利用するように努めなければならない。 

４ 前３項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、これに

伴う環境への負荷の低減その他環境の保全及び創造に自ら努めるとともに、市が実施する環境

の保全及び創造に関する施策に協力する責務を有する。 

（市民の責務） 

第６条 市民は、基本理念にのっとり、環境の保全上の支障を防止し、及び自然環境を適正に保

全するため、その日常生活に伴う環境への負荷の低減に努めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、市民は、基本理念にのっとり、環境の保全及び創造に自ら努める

とともに、市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に協力する責務を有する。 

（環境月間） 

第７条 事業者及び市民の間に広く環境の保全及び創造についての関心と理解を深めるとともに、

積極的に環境の保全及び創造に関する活動を行う意欲を高めるため、環境月間を設ける。 

２ 環境月間は、６月とする。 

３ 市は、環境月間の趣旨にふさわしい事業を実施するものとする。 

（施策等の公表） 

第８条 市長は、毎年、環境の状況、環境の保全及び創造に関する施策の実施状況等を公表する

ものとする。 

第２章 環境の保全及び創造に関する基本的施策等 
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（環境基本計画） 

第９条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、市川

市環境基本計画（以下「環境基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（１） 環境の保全及び創造に関する長期的な目標 

（２） 環境の保全及び創造に関する施策の方向 

（３） 前２号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するために必要な事項 

３ 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、市川市環境審議会の意見を聴か

なければならない。 

４ 市長は、環境基本計画を定めたときは、遅滞なく、公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

（市の施策の策定等に当たっての配慮） 

第 10 条 市は、環境に影響を及ぼすと認められる施策について、計画を策定し、及び実施する

に当たっては、環境の保全及び創造に十分配慮しなければならない。 

（環境影響評価の制度の導入） 

第 11 条 市は、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業を行う事業者が、その事業に係る

環境への影響について自ら調査、予測及び評価を行い、その事業に係る環境の保全及び創造に

ついて適正に配慮するよう、制度の導入を図るものとする。 

（環境の保全上の支障を防止するための規制等の措置） 

第 12 条 市は、環境の保全上の支障を防止するため、次に掲げる必要な規制等の措置を講ずる

ものとする。 

（１） 大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染又は悪臭の原因となる物質の排出、騒音又は振

動の発生、地下水位の著しい低下又は地盤の沈下の原因となる地下水の採取その他の行為及

び公害の原因となる施設の設置に関し、公害を防止するために必要な規制の措置 

（２） 自然環境の適正な保全に支障を及ぼすおそれのある行為に関し、その支障を防止する

ために必要な規制等の措置 

２ 前項に定めるもののほか、市は、人の健康又は生活環境に係る環境の保全上の支障を防止す

るため、必要な規制等の措置を講ずるように努めなければならない。 

（環境の保全に関する協定の締結） 

第 13 条 市は、環境の保全上の支障を防止するため、事業者等と環境の保全に関し必要な協定

を締結するように努めるものとする。 

（環境の保全上の支障を防止するための経済的措置） 

第 14 条 市は、事業者及び市民が自ら環境への負荷を低減するための施設の整備その他の適切

な措置を執るように誘導することにより環境の保全上の支障を防止するため、必要かつ適正な

助成措置を講ずるものとする。 

２ 市は、事業者及び市民が自ら環境への負荷の低減に努めるように誘導することにより環境の

保全上の支障を防止するため、適正な経済的負担を求める措置について調査及び研究を行い、

その結果、その措置が特に必要であるときは、市民の理解の下に、その措置を講ずるように努

めるものとする。 

（環境の保全及び創造に関する施設の整備その他の事業の推進） 

第 15 条 市は、緩衝緑地、下水道その他の環境の保全上の支障の防止に資する施設の整備を推

進するため、必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は、公園、緑地その他の公共的施設の整備その他の自然環境の適正な整備及び健全な利用

を図るための事業を推進するため、必要な措置を講ずるものとする。 

（資源の循環的な利用等の促進） 

第 16 条 市は、環境への負荷の低減を図るため、市民及び事業者とともに、資源の循環的な利

用、エネルギーの有効利用及び廃棄物の減量が促進されるように努めるものとする。 

２ 市は、再生資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料、製品、役務等の利用が促進さ

れるように努めるものとする。 

（調査の実施） 
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第 17 条 市は、環境の保全及び創造に関する施策の策定に当たっては、環境の状況の把握及び

今後の環境の変化に関する調査その他必要な調査を実施するものとする。 

（監視等の体制の整備） 

第 18 条 市は、環境の状況を把握し、及び環境の保全に関する施策を適正に実施するために必

要な監視、測定、試験及び検査の体制の整備に努めるものとする。 

第３章 市民参加の促進 

（市民の意見の反映） 

第 19 条 市は、環境の保全及び創造に関する施策に市民の意見を反映させるため、市民から提

言を受けるための措置その他必要な措置を講ずるものとする。 

（環境の保全及び創造に関する学習の推進） 

第 20 条 市は、市民及び事業者が環境の保全及び創造についての理解を深め、及びこれらの者

の環境の保全及び創造に関する活動を行う意欲が増進されるようにするための学習の機会の提

供、広報活動の充実その他必要な措置を講じ、環境の保全及び創造に関する市民及び事業者の

学習の推進を図るものとする。 

（民間団体等の自発的な活動を促進するための支援措置） 

第 21 条 市は、市民、事業者又はこれらの者の組織する民間の団体（以下「民間団体等」とい

う。）が自発的に行う緑化活動、美化活動、河川浄化活動、再生資源に係る回収活動その他の環

境の保全及び創造に関する活動を促進するため、必要な支援措置を講ずるものとする。 

（情報の提供） 

第 22 条 市は、民間団体等に対して環境の状況その他の環境の保全及び創造に関し必要な情報

を適切に提供するように努めるものとする。 

第４章 地球環境保全の推進 

（地球環境保全の推進） 

第 23 条 市は、地球環境保全に資する施策を積極的に推進するものとする。 

第５章 環境の保全及び創造の推進体制等 

（事業者及び市民との協力） 

第 24 条 市は、事業者及び市民と協力して環境の保全及び創造を推進するために必要な措置を

講ずるものとする。 

（他の地方公共団体との協力） 

第 25 条 市は、広域的な取組が必要とされる環境の保全及び創造に関する施策について、他の

地方公共団体と協力して、その推進を図るものとする。 

第６章 環境審議会等 

（環境審議会） 

第 26 条 市川市環境審議会条例（昭和４７年条例第２５号）に基づき設置する市川市環境審議

会においては、環境基本計画の策定その他環境の保全及び創造に関する基本的事項等を調査審

議する。 

（施策の調整体制の整備等） 

第 27 条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を推進するため、市の機関相互の緊密な連

携を図りつつ総合的に調整する体制の整備その他必要な措置を講ずるものとする。 

附則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 10 年７月３日から施行する。 

（市川市環境審議会条例の一部改正） 

２ 市川市環境審議会条例の一部を次のように改正する。 

第２条中「保全」の次に「及び創造」を加える。 
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資資料料２２  市市民民提提案案報報告告書書  

（１）市川市環境市民会議 

市川市環境市民会議は、「市川市環境基本条例」第 19 条に規定される市の環境政策に市民意見

を反映するために設置される自主運営会議です。平成 11 年の第１期から不定期に設置され、平

成 21 年度には第６期となる会議が次のとおり開催されました。本会議はＡＢ二つのグループに

分かれて協議・検討をし、全体会議で意見集約を図るという手法で進められ、合計 34 回もの会

議を経て、報告書が取りまとめられました。 

 

検討テーマ ： 「みんなで築く持続可能な社会のために」 

～次期環境基本計画の策定に向けて～ 

設置期間  ： 平成 21 年７月 22 日～平成 22 年１月 13 日 

会議回数  ： ６回の全体会議を含む 34 回 

参加メンバー： 公募市民 15 人 

役 割 
氏 名 職 業 備考 

全体会議 グループ 

 低炭素社会・循環型社会検討グループ（A） 

 リーダー 齋藤 真実 会社員  

書記 サブリーダー 津田 治輝 学生  

 書記 吉田 浩希 学生  

  臧 理 大学非常勤講師  

  林 昭男 無職  

  松野 仁彦 無職  

座長  森 和男 会社顧問  

 自然との共生・環境教育・評価システム検討グループ（B） 

 リーダー 吉岡 比呂志 会社員  

 書記 道下 経枝 社会教育指導員  

  永木 恵美子 主婦  

  榎本 恵美子 主婦  

書記  川村 由紀子 主婦  

  鈴木 核 会社員  

副座長  福田 隆 自営業  

  大木 正雄 初任者指導教員 (11/19 参加辞退届出) 
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（２）報告書の構成と概要 

第１章 はじめに 

主に地球温暖化対策について、世界から日本そして市川市へと現状を紹介 

 

第２章 総括 

各グループ内での検討経緯をテーマごとに総括 

 

１）循環型社会〔Ａグループ〕 

市川市の目指すべき循環型社会のために最重要な政策は「ごみを燃やさない・埋

め立てない」政策への転換である。ごみの焼却には多大な環境リスク・財政リスク

があるからである。ごみを燃やさないで済むためには、ごみを減らすことと、どう

しても出てしまったごみを最大限資源として活用することである。国内外で広がり

つつあるゼロウェイスト政策を市川市も取り入れることを大きな提言とし、この

10 年でごみの排出量 50％削減を目標とすることを求める。 

 

２）低炭素社会〔Ａグループ〕 

市川市の目指すべき低炭素社会のために最重要な政策は「省エネルギーへの転換」

を実現する政策であるべきと合意した。低炭素社会の実現のためには大小様々な切

り口があるが、最も影響が大きいであろう「エネルギー」の観点からサブテーマを

絞りこむこととした。当初は、省エネについては緑カーテンの普及、自然エネルギ

ーへの転換については太陽光発電の普及推進のみに重点を置いていたが、議論が進

むにつれ省エネ機器の有効利用や、太陽光以外の自然エネルギーの利用推進も必要

との結論に至った。省エネを含め、クリーンエネルギーの地産地消が大きな目標で

ある。 

 

３）人と自然との共生〔Ｂグループ〕 

市川という地域特性を考えてみると、手付かずの原生自然のない地域であり、人

との関わりの中で管理・維持されてきているものがほとんどであることから、自然

と共生するためにはそれを否定することではなく、人との関わりをさらに深化させ

る取り組みが重要であると位置づけた。 

 

４）環境教育〔Ｂグループ〕 

環境についての知識や情報を全市民にどのように伝え、そして自ら行動していく

必要性を理解してもらうといった取り組みが、今後必要不可欠であると考えた。 

しかし、行政がこの役割を一手に担う必要はなく、環境問題に詳しい市民団体や

ＮＰＯ団体、市内事業者などが団結し、それぞれの得意分野を活かした活動を広げ

ていければ良いと思う。 

また、市民が環境問題に積極的に関与してもらうには、今後の社会の担い手であ
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る子どもたちの協力が必要不可欠である。学校における環境教育の推進についても

初等・中等教育に環境を学ぶ機会を増やすとともに、学校関係者だけに頼ることな

く市民・市内事業者等が連携して取り組むことでより効率的に、そして高度な教育

が行える環境づくりが可能と考えている。 

 

５）評価制度〔Ｂグループ〕 

環境基本計画は今後の市川市の 10 年後を見据えた大事な計画であり、計画策定

とその実行に際しての目標設定、実施状況の確認を行うことは、必要不可欠である。

いわゆるＰＤＣＡサイクルを有効に活用する取り組みと体制を構築することにより、

環境基本計画が実効性のある計画となるようにとの思いからまとめあげたものであ

る。次期の環境基本計画の策定時には、この制度と体制の実現に向けた検討を望む

ところである。 

 

第３章 市川市の環境、今後１０年に向けた提言 

第１節から第５節まで５つのカテゴリーに分け、それぞれに複数の提案項目を掲示 

 

１）循環型社会の実現に向けて 

◇ゼロウェイスト政策 

◇生ごみ堆肥化サイクルの創造 

◇マイボトル市川宣言 

 

２）低炭素社会に向けて 

◇太陽光発電の普及 

◇バイオエネルギーリサイクルシステムの構築 

◇小型風力発電の普及 

◇家庭でできるエコ活動 

◇交通方式の転換 

 

３）人と自然との共生に向けて 

◇ビオトープの整備促進 

◇自然の景観と文化の保全 

◇バリアフリーな生活環境 

 

４）環境学習の推進 

◇持続可能な社会のための環境教育 

◇学校における環境教育 

 

５）評価制度の整備 

◇環境評価制度の創設 
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第４章 おわりに 

前３章での提言項目を踏まえて、次期環境基本計画の策定への期待を表明するととも

に、行政の策定するその他の計画の中で、同計画の好ましい位置づけを図解で提案 

 

○市民が市川市に求める取り組みや期待する成果を提言したもので、市民から市川市

に業務を委託するための「仕様書」と捉えてもらいたい。 

○環境基本計画では、これからの市川市全体の環境をどのようにするのかといった将

来ビジョンを描き評価しなければならない。 

○実現のためにはプロセス、プログラム、目標値があり、それを検証する手立てがあ

れば成果は見えてくる。さらに、短期的な環境対策だけではなく、中長期の環境保

全戦略を明確にした具体的で実効性のある計画とすることが重要である。 

○次期環境基本計画においては、数値目標を掲げ、具体的な施策と工程表の策定を行

い、その達成状況を確認・評価する仕組みを確立しなければならない。施策が効果

的に実践され、実現への可能性が高まったとき、市川市の環境は市民が望む姿に改

善されるものとなる。 

 

参加メンバー一人ひとりが、これからの市川の環境を真剣に思い描き、纏め上げた報

告書であり、市はこの提言を十分に理解したうえで、具体的な施策に昇華させ、事業と

して実践することを期待する。 

 

（３）環境基本計画に関する要約 

市民提案報告書の内容において、第一次市川市環境基本計画のふりかえりや次期環境基本計画

への期待についての要約は、次のとおりです。 

 

◇環境基本計画に関連する記述（要約） 

１．第一次市川市環境基本計画のふりかえり 

（１）第一次計画における基本理念の全てにおいて、目標を達成していない項目がある。 

（２）「進捗に併せて達成度を評価できない」並びに「目標値を達成していない項目が多くあ

る」ため、取り組みの効果を客観的かつ定量的に評価することができない。 

２．次期環境基本計画への期待 

（１）次期計画は、こうあって欲しいと市民が望む市川市を作るために、資金を投じて行う

事業計画の基本となるべきであり、内向きの環境対策効果を求めるのではなく、市全

体の環境をどのようにするのかといった将来ビジョンを描かなければならない。 

（２）これまで文化都市・健康都市を推進してきた市川市の施策と環境問題をリンクさせ、

環境を取り巻く様々な課題を取り扱う施策を実践することにより、市川市の姿を作り

上げることが責務と考える。 

（３）持続可能な社会を形成するためには、中長期の環境保全戦略を明確にして数値目標を
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掲げ、具体的な施策と工程表の策定を行い、目標に対する達成度の確認・評価を行う

仕組みをつくり、実効性のある計画を策定することが必要である。 

 

これらの提案内容については、(仮称)第二次市川市環境基本計画（本書）の第４章「施策の分

野と方向」及び第５章「計画の推進」などにおいて、反映を図ります。 
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資資料料３３  市市川川市市環環境境審審議議会会答答申申  

（１）答申鏡 

市    環   第   1 号 
平成 23 年 12 月 15 日 

 
市川市長 大久保 博 様 

 
 
 
 
 

第二次市川市環境基本計画の策定について(答申) 

 
平成 23 年 1 月 25 日付け市川第 20110120-0128 号により市川市環境審議会に対し

て諮問のあった「(仮称)第二次市川市環境基本計画の策定について」、次のとおり取

りまとめたので答申する。 

 
 

(写し) 
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記 

 
 
本審議会では、第 6 期市川市環境市民会議からの提案書やパブリックコメントに寄

せられた市民からの意見を参考にしつつ、本年 3 月の東日本大震災を契機とした市民

の「安全・安心」への関心の高まりや更なる再生可能エネルギー普及の必要性などを

踏まえ、5 回にわたり活発な審議を重ねてきた。 
議論の根底は、グローバルな視点から、我が国の「第 3 次環境基本計画」の方向を

礎に、市川市の新たな環境の保全及び創造を目指す事であった。 
また、議論の過程においては、全委員から文書による意見の提出を求め、これらを

基に様々な角度から、本市の環境施策の大綱となる第二次市川市環境基本計画のある

べき姿について、強い使命感を持って検討を行ってきたところである。 
その結果、本答申は市川市の将来を見据え、諮問された計画（案）を基礎から見直

し、一言一句に至るまで吟味を重ね、推敲の末に取りまとめたものである。 
また、審議のなかで出された計画策定に係る基本的事項や計画を周知する上での重

要事項などについては、附帯事項として別途まとめている。 
市においては、本答申を最大限に尊重し、「第二次市川市環境基本計画」を速やか

に策定するとともに、現在及び将来の市民の健康で文化的な活力あふれる生活を確保

するために、環境と経済が一体となって向上する社会を目指し、環境の保全と創造に

努め、「みんなで築く 身近に自然を感じる文化のまち いちかわ」の実現に向けて積

極的に取り組まれることを期待する。 
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（２）計画策定に向けて 

市川市環境基本計画は、市川市環境基本条例に基づき定められた環境の保全及び創

造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための大綱です。 

平成12年度に策定された現計画においては、持続可能な社会の構築に向けて、循環、

共生、協働、地球温暖化問題への取り組みを基本理念に掲げ、各施策が実施されてき

たところです。 

 

この間、市川市の環境の状況は、都市河川の水質や大気環境の改善、ごみ排出量の

削減など、いわゆる都市・生活型の環境問題について一定の進展が見られたものの、

温暖化対策や生物多様性の保全に取り組むことの重要性はさらに増しています。 

 

今日におけるこのような環境問題は、物質的豊かさや利便性を追求する価値観やラ

イフスタイルから生じた大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会・経済システムに起

因していることから、課題の解決には環境、経済、社会面からの統合的な向上を図り、

持続可能な社会の構築を目指していく必要があります。 

 

また、平成23年3月11日に発生した東日本大震災や続く福島第一原子力発電所の事

故等を契機に、生活部面に関する市民の「安全・安心」へのニーズが高まり、環境に

対する意識や価値観に変化が見られるとともに、地域・コミュニティの結束の大切さ

が再認識されています。 

 

特に、人の健康を保護し生活環境を保全することは環境行政の原点であり、さらに

は「健康都市いちかわ宣言」が尊重するWHO憲章の精神や健康の定義「身体的・精神

的・社会的に完全に良好な状態」を実現していくためにも「生活の安全・安心」の確

保は必須です。 

今後においても発生が否定できないこのような大規模災害に対し、環境政策の視点

から迅速かつ適切な対応を行うことが必要です。 

 

現在の私たちは、環境の恵みを将来世代に継承していくことの大切さを理解し、日

常の生活や活動と地球環境の繋がりを考える俯瞰的な視野を持ち、物質的な豊かさや

利便性の追求から精神的な「豊かさ」や「ゆとり」「うるおい」を重視する価値観に

シフトしていく必要があります。 

また、少子高齢化の進行と労働人口の減少は、税収の減少や扶助費の増加などをも

たらし、市川市においても将来の行政経営は安泰とは言えません。このことから、環

境施策の実行に際しては、効率性を確保し、行政経営の質を高めていくことが強く求

められます。 

さらに、地域コミュニティの絆を深めながら人の健康を重視し、生態系へのリスク

を低減することにより、地域環境の保全はもとより、広く地球環境の保全に資するこ

とができます。つまり、良好な環境の創造が良質で躍動的な市川市の経済発展につな

がります。 

 

このような取り組みを実行することが、文化的にも成熟した持続可能な「いちかわ

のまちづくり」を可能にし、市民からは「住み続けたい」、市を訪れる人からは「住
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んでみたい」と言っていただける地域価値の高い「魅力あるいちかわ」を実現するこ

とに繋がるものであります。 

本環境基本計画は、このような観点から、市民、事業者、市の三位が一体となりそ

れぞれが主体的に取り組むことで、計画が実行・推進されていくものです。 

また、計画の効果を高めるために、数値目標を設定し、適切な時期に目標の達成状

況の評価を行うこととします。 

 

最後に、「第二次市川市環境基本計画」は、基本目標「みんなで築く 身近に自然

を感じる文化のまち いちかわ」、副題「未来を拓き、未来に託す活力あふれる快適

な環境の創造に向けて」、コンセプト「市民協働、実効性、総合的な推進の強化を図

り、人と自然が共生する活力あふれる社会を目指す」を環境政策の特徴として標記し

ます。 

 

(注) 答申本文略（市 Web ページに掲載しています。） 
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（３）付帯事項 

第二次市川市環境基本計画（答申）は環境審議会において、委員から多々意見が出

され、議を経て作成されたものである。 

しかしながら、委員全員の意見の全てが反映されたとは言い難い。附帯事項はその

他の意見について記述している。 

 

 

Ⅰ.全体に関する意見 

 

・環境基本計画の本文中にイメージ写真やイラストを入れたり、文字の大きさや色

を工夫し、興味を持って読んでもらえるような配慮が必要である。 

 

 

Ⅱ．各章に関する意見 

 

1．第 3章 計画の目指すべき方向 

 

(1)第 2 節 基本理念 

・市川市環境基本条例と環境基本計画の理念は同じであるべきと考える。よっ

て、仮に今回、基本計画の理念と同条例の理念に齟齬が生じるようであれば、

条例の改正も視野に入れるべきである。 

 

(2)第 3 節 計画の体系 

・「施策の方向」には抜け漏れが多いため、各部に協力を擁して内容の充実を図るこ

と。 

 

２．第4章 施策の分野と方向 

 

(1)第2節 地球にやさしいまち 

・本計画案では地球温暖化対策を大きな項目としてあげており、CO2 削減の重

要性が述べられている。将来、原発推進政策の見直しで火力発電への依存が高

まり CO2排出量増加が危ぶまれる状況下、森林保全による CO2吸収による削減

は重要である。取り組み内容としては、市内の山林保全、樹林地の増加にとど

まらず、広域の森林保全、ひいては日本全国の森林保全ならびに林業再生に資

する施策などが必要となる。 

具体的な政策としては、市内に残された山林の維持・手入れと宅地等への転

換の制限、国産木材を使った木造建築の奨励、公共建築物の木造化、林間学校



 －資料 15－

など森林保全・環境教育の実施、他市・他県で行われる森林保護の取り組みへ

の市民の参加、などが挙げられる。 

 

３．第 5章 計画の推進 

 

(1)第 1 節  計画の周知 

・計画の実効性の担保を意識し、例えば、アニメキャラクターを作り、いちか

わ CATV のなかで子供向けに環境施策を紹介したり参加できる仕組みづくりや

小中学校の子供たちの夏休みの宿題のテーマ、高校生による環境に関する取り

組みのコンテストの開催、市川市役所の入所試験に課したり…など、環境に関

する施策や事業をより多くの市民の日常生活に組み込む工夫を徹底すること

が必要である。 

 

(2)第 2 節  推進体制の整備 

・持続可能な社会の形成に向けて、計画の実施に際しては、第 6期市川市環境

市民会議「市民提案報告書」第 3章市川の環境、今後 10 年に向けた提言(循環

型社会の実現に向けて、ゼロウェイスト政策から見た市川市の現状と提言、生

ごみ堆肥化サイクルの創造、マイボトル市川宣言)を考慮すること。 

 

・環境保全活動への参加意欲の高い市民、団体の活用方法を構築すること。 

 

(3)第 3 節  進行管理 

・施策の目標・効果を数値化し、毎年、施策別の費用対効果をポートフォリオ

で評価し、使命終了・関係部署との重複や、費用対効果の悪いワースト 10％

の施策を縮小・廃止する。絞り出した予算は行政効率化の成果として、一般会

計予算の経常収支比率低下や新施策へ回すか積み立て、行政経営の質を高めて

いくこと。 

 

・施策の効果的な推進と目標の達成については、年に 4 回程度公表すること。 

 

・第一次基本計画の達成状況を踏まえ、本計画では、全ての項目に目標値を入

れること。また、実績値で未達成のものの反省と新たな取り組みを明確にする

こと。 
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（４）市川市環境審議会名簿 

 

 氏 名 選 出 別 選 出 母 体 備 考 

会 長 後 藤 政 幸 学 識 経 験 者 和 洋 女 子 大 学  

副会長 田 平 和 精 
市内の事業場の 

代  表  者 
市川市商工会議所  

委 員 宮田 かつみ 
議会の推薦した 

議     員 
市 川 市 議 会  

委 員 桜 井 雅 人 〃 〃  

委 員 田中 幸太郎 〃 〃  

委 員 石原 よしのり 〃 〃  

委 員 浅 野 さ ち 〃 〃  

委 員 越 川 雅 史 〃 〃  

委 員 中 村 政 邦 
市内の事業場の 

代  表  者 
市川市商工会議所  

委 員 小 倉 裕 直 学 識 経 験 者 千 葉 大 学  

委 員 平 原 隆 史 〃 千 葉 商 科 大 学  

委 員 福 澤 健 次 〃 市 川 市 医 師 会  

委 員 青 野 匡 宏 〃 市川市薬剤師会  

委 員 渡 邊 和 昭 農業の代表者 市川市農業委員会  

委 員 中 島 健 藏 漁業の代表者 市川市行徳漁業協同組合  

委 員 福 田  隆 市民の代表者 
（市川市環境市民会議 

 第Ⅴ期・第Ⅵ期） 
 

委 員 宍 戸 有 美 〃 
（市川市みず 

 アドバイザー） 
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資資料料４４  東東京京電電力力福福島島第第一一原原発発事事故故をを踏踏ままええたた  

放放射射線線対対策策ににつついいてて  
 

（１）国の動向 

○放射性物質汚染対処特措法 

この法律は、福島第一原発事故に伴う放射性物質の拡散による環境の汚染への対処に関し、

国、地方公共団体、関係原子力事業者等が講ずべき措置等について定めることにより、環境

の汚染による人の健康又は生活環境への影響を速やかに軽減することを目的とし、平成 23

年 8 月 30 日に公布された。（平成 24 年 1 月 1 日全面施行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○原子力安全庁の設置と原子力安全規制の強化[平成 24 年度環境省重点施策より] 

「原子力安全規制に関する組織等の改革の基本方針」の閣議決定（平成２３年８月１５日）に

従い、原子力安全規制を一元的に実施する原子力安全庁（仮称）を、２４年４月を目途に設置す

る。同時に、今般の事故を踏まえ、規制の在り方や関係制度を見直し、危機管理機能の強化、原

子力安全規制の高度化等を進める。 
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（２）市川市の取り組み 

市内における追加被ばく線量を一年後に 1ｍSv/年以下にすることを目指し、「市川市放射線

量低減の取り組みに係る基本方針」(平成 23 年 9 月制定,同年 11 月改定)を定め、これに基づ

く「市川市放射線量低減実施計画」(平成 23 年 11 月)により、低減対策に取り組んでいる。 

 

①経過 

本市では、平成 23 年 5 月末から、市内の小中学校の校庭、幼稚園や保育園の園庭、公園な

どにおける空間放射線量の測定を簡易式測定器により開始した。その後、7 月からは千葉県か

ら示された空間放射線測定の統一した手法で、11 月からは国が示した方法に従って、空間放

射線量の測定を継続している。  

この結果によると、市内においては自然被ばく線量を除いた事故由来の追加被ばく線量は、

一部を除いて概ね 1mSv/年以下であると推定している。 

 

②取り組みの内容 

国の原子力災害対策本部が平成 23 年 8 月 26 日に決定した「除染に関する緊急実施基本方

針」や「放射性物質汚染対処特措法」における放射性物質の除染等の措置に係る地域指定要件(文

部科学省の航空機モニタリング調査による地表面から 1ｍの空間放射線量のデータを基に

0.23μSv/時以上の地域)及び内閣府、文部科学省及び環境省が平成 23 年 10 月 21 日に取

りまとめた「当面の福島県以外の地域における周辺より放射線量の高い箇所への対応方針」を

踏まえ、次のとおり積極的に年間追加被ばく線量の低減対策に取り組んでいる。 

 

・空間放射線量が 0.23μSv/時以上（地表面から 50cm 又は 1m の高さ）となる市の施設

については、優先的に低減対策に取り組む。 

・空間放射線量が 0.19μSv/時以上、0.23μSv/時未満（地表面から 50cm 又は 1m の高

さ）となる市の施設については、局所で比較的高い線量を示すおそれのある箇所の低減対

策に取り組む。 

・上記の取組みに加え、引き続き市内の空間放射線量の調査を行う。 

 

なお、既に市内の小中学校、幼稚園、保育園、公園などにおいて、側溝清掃、砂場の管理、

草刈りや樹木の剪定などを実施しており、衛生指導として日常的にうがいや手洗いの励行など

も行っている。同様に、国、県などが管理する公的施設や私立の学校、幼稚園等に対しても「市

川市の放射線量低減の取組みに係る基本方針」に沿った対策を取るよう要請している。 

このほか、空間放射線量測定値の公表、簡易測定器の貸し出しや低減対策に関する相談にも

応じている。 

 

③放射能対策組織の強化 

福島第一原子力発電所の事故による、放射能汚染に対する対応を強化するための組織として、

新たに総務部に「放射能対策担当室」を設置し、情報の一元化を図るとともに放射線低減策等

の計画の立案、市民への対応などを強化している。 

【名  称】  放射能対策担当室 

【事務分掌】  ・放射能対策に係る計画に関すること。 

        ・放射能対策に係る関係機関等との連絡調整に関すること。 

        ・その他放射能対策に関すること。 

【設 置 日】  平成 23 年 11 月 7 日（月） 
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資資料料５５  環環境境施施策策ののふふりりかかええりり  

資料５－１ 環境行政の推移 

市川市環境基本条例の制定（平成 10 年 7 月）以降の環境行政の主な実績を以下に示します。 

 

年月 環境行政の実績 長期的目標 

平成 

10 年 

7 月 

◎市川市環境基本条例 

現在及び将来の市民が健康で文化的な生活をおくれるようにするこ

とを目的に、環境の保全及び創造についての基本理念、市民・事業者・

市の責務、環境施策の基本的事項などを定めています。 

【条例】 

平成 

10 年 

7 月 

◎市川市環境保全条例 

市川市公害防止条例（昭和 47 年制定）を改正し、生活環境の保全

及び人の健康の保護を図るため、市民・事業者・市の責務を明らかに

しています。 

【条例】 

平成 

12 年 

2 月 

○第一次市川市環境基本計画 

市川市環境基本条例に規定された計画として、いちかわ環境プラン

を見直し、長期的視野に立って深刻化する環境問題に取り組んでいく

ための環境政策の大綱として策定しました。 

【計画】 

平成 

12 年 

11 月 

○環境保全協定 

事業者による自主管理活動の重要性の高まりから、環境負荷の低減

を継続的に実施するものとして、事業者と締結しています。 

環境への負

荷の少ない

社会の実現 

平成 

12 年 

12 月 

○市川市総合計画 

基本構想、基本計画、総合５（３）ヵ年計画から構成されています。基本

構想は、おおむね 25 年後の将来都市像『ともに築く 自然とやさし

さがあふれる 文化のまち いちかわ』及びまちづくりの基本目標と施

策の方向を定めています。基本計画は、基本構想を実現するための基

本的な施策を体系的に定めるものです。 

【上位計画】

平成 

13 年 

４月 

○市川市役所率先行動計画[エコアップいちかわ 21] 

市が行う事務及び事業に関し、省エネルギーや省資源を率先して推

進するために策定しました。 

地球温暖化

問題への取

組 

平成 

13 年 

10 月 

○市川市環境マネジメントシステム 

環境負荷の低減や環境保全の推進について、国際規格である

ISO14001 に基づいた継続的に改善する仕組みを導入・運用しまし

た。（ISO14001 は平成 14 年 3 月認証取得） 

環境保全活

動に参加す

る社会の実

現 

平成 

13 年 

10 月 

○グリーン購入に関する指針と調達方針 

製品やサービスを購入する際に環境に配慮したものを購入するこ

とにより、環境への負荷を低減するとともに、消費活動を通じて環境

配慮商品等の市場を拡大するために策定しました。 

環境保全活

動に参加す

る社会の実

現 
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年月 環境行政の実績 長期的目標 

平成 

14 年 

３月 

○市川市一般廃棄物処理基本計画[いちかわじゅんかんプラン21] 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定された計画として、廃棄

物行政の目的が生活環境の保全や公衆衛生の向上から、循環型社会の

形成に重点を置いたものに変遷しつつあることを踏まえて、ごみの排

出量、資源化率などを目標に定め、策定しました。 

循環を基調

とする経済

社会システ

ムの実現 

平成 

14 年 

10 月 

●家庭ごみの 12 分別 

資源化率の向上を図るため、家庭ごみの収集を 5 分別から 12 分別

へ変更し、資源物として、紙類、布類、プラスチック容器包装類の分

別収集を開始しました。 

循環を基調

とする経済

社会システ

ムの実現 

平成 

15 年 

3 月 

○市川市生活排水対策推進計画【改定】 

平成 5 年策定の市川市生活排水対策推進計画について、取り組みの

成果を検証し、新たな実践目標を定め、策定しました。 

環境への負

荷の少ない

社会の実現 

平成 

15 年 

８月 

●市川市エコライフ推進員制度 

第 3 期市川市環境市民会議の提案を受けて、エコライフの普及促進

を図るため、人材育成及び普及啓発を目的として整備しました。エコ

ライフ推進員は研修等を受けた後、自治会、学校や地域イベントなど

の機会を通じて普及啓発しています。 

地球環境問

題への関心

と理解の醸

成 

平成 

18 年 

３月 

○市川市自然環境保全再生指針 

市が行う公共事業等における生き物の生息環境への配慮事項や生

態系の保全・再生の方向性を示すものとして策定しました。 

自然環境の

保全及び創

造 

平成 

18 年 

４月 

○市川市地球温暖化対策実行計画 

市川市役所率先行動計画の改訂に際し、地球温暖化対策の推進に関

する法律に規定された計画として内容を見直し、本市が行う事務及び

事業に関し、目標を定めて省エネルギーや省資源を推進するために策

定しました。 

地球温暖化

問題への取

組 

平成 

21 年 

３月 

○市川市地球温暖化対策地域推進計画[市川市地球温暖化対策推進プラン] 

地球温暖化対策の推進に関する法律に規定された計画として、第 5

期市川市環境市民会議の提案を踏まえ、市域全体での地球温暖化対策

を総合的かつ計画的に推進するものとして策定しました。各主体の役

割や部門ごとに削減目標を定め、様々な取り組みの着実な推進を図っ

ています。 

地球温暖化

問題への取

組 

平成 

21 年 

9 月 

○市川市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画【改定】 

平成 14 年策定の市川市一般廃棄物処理基本計画について、取り組

みの成果や目標の達成状況、廃棄物処理を取り巻く社会経済情勢の変

化を踏まえて見直しを行い、ごみ処理編を策定しました。 

（市川市一般廃棄物（生活排水）処理基本計画は平成 22 年 3 月策定） 

循環を基調

とする経済

社会システ

ムの実現 

平成 

22 年 

11 月 

●市川市地球温暖化対策推進協議会 

市川市地球温暖化対策地域推進計画の推進組織として、市民・事業

者・民間団体・市が協働で、市域の日常生活における温室効果ガスの

削減に関して協議し、具体的に対策を実践することを目的として設立

しました。 

地球温暖化

問題への取

組 

※ ◎は条例に関する事項、○は計画などに関する事項、●は施策などに関する事項 
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資料５－２ 第１次市川市環境基本計画の達成状況 

（１）環境負荷の少ない社会の実現 

個別的な 
目標 

● 目標 
○ 指標 

項目 
（）内は直近年度の測定局や地点数

目標値
実績値 

H12 年度 H22 年度 

大気環境の 
保全 

●環境基準
の達成 

①一般環境局 
ア．二酸化窒素 （5 局） 
イ．ＳＰＭ   （5 局） 
ウ．オキシダント（3 局） 

100％

 
100％ 
100％ 
  0％ 

 
100％ 
100％ 
  0％ 

②自動車排出ガス局 
ア．二酸化窒素 （3 局） 
イ．ＳＰＭ   （3 局） 

 
100％ 
100％ 

 
100％ 
100％ 

③有害大気汚染物質 100％ 100％ 

水環境の 
保全 

●環境基準
の達成 

①河川 
ア．ＢＯＤ   （5 地点）
イ．全健康項目 （5 地点） 100％

 
 25％ 
100％ 

 
100％ 
100％ 

②海域 
ＣＯＤ   （7 地点）

 
 43％ 

 
 43％ 

音環境の 
保全 

●環境基準
の達成 

①一般環境 
ア．住居系地域 （29 地点）
イ．商･準工･工業地域（5 地点）

100％

 
66％（H9年） 
100％（H9年） 

 
69％（H20年）

80％（H20年）

②道路沿道 
ア．昼間〔6-22 時〕 
イ．夜間〔22-6 時〕 

 
1/14 地点 
3/14 地点 

 
7/9 地点 
2/9 地点 

地質環境の 
保全 

●環境基準
の達成 

地下水 
〔地下水概況調査〕 

100％  86％  58％ 

○地盤の変
動状況 

年間変動が2cm以上の水準点 － 
0/54 地点 
(欠測 0) 

0/41 地点 
(欠測 13) 

におい環境 
の保全 

○悪臭苦情の件数 － 41 件 19 件 

化学物質 
対策 

●環境基準
の達成 

ダイオキシン類 
〔大気、水質、土壌、底質〕

100％ 100％ 100％ 
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（２）循環を基調とする経済社会システムの実現 

個別的な 
目標 

● 目標 
○ 指標 

項目 目標値
実績値 

H12 年度 H22 年度 

廃棄物の 
減量化･ 
資源化 

●1 人 1 日当たりごみ排出量 
※830ｇ

以下 
1,073ｇ 853ｇ 

●資源化率 
※35％

以上 
11.0％ 18.1％ 

●焼却量 
※H19比

20％以上削減
154,416ｔ 

118,079ｔ
（H19比－8.0％）

●最終処分量 
※H19比

40％以上削減
20,630ｔ 

16,874ｔ 
（H19比－8.8％）

●生活排水処理率 
※88％

以上 
64.6％ 78.5％ 

水資源の 
有効利用 

○雨水利用施設設置数 
（雨水小型貯留施設等設置補助件数） 

－ ４件 20 件 

エネルギー 
の有効利用 

○公共施設への新エネルギー導入件数 
（延べ件数） 
 
○市川市クリーンセンターでの廃棄物発電量

－ 

1 箇所 
(1 箇所) 

 
56.3GWh 

11 箇所 
(23 箇所) 

 
37.9GWh 

※「いちかわじゅんかんプラン 21」における平成 30 年度目標値 

 

 



 －資料 23－

（３）自然環境の保全及び創造 

個別的な 
目標 

● 目標 
○ 指標 

項目 目標値
実績値 

H12 年度 H22 年度 

生物の生息 
環境の確保 

○緑地面積 
市域に占める 

緑地の割合(面積) 

※
32.7％
(1,842

ha) 

 
29.9％ 

(1,685ha) 
[H15.4 現在] 

 
30.4％ 

(1,714ha)
[H22.3 現在]

生態系の 
保全･回復 

○地域制緑
地等面積 

特別緑地保全地区、緑地協定、
風致地区、近郊緑地保全区域･
近郊緑地特別保全地区、生産
緑地地区、農業振興地域、農
用地区域、河川区域、保安林
区域、地域森林計画対象民有
林、保存樹･保全樹林、史跡等
の文化財で緑地として扱える
もの、条例・要綱･契約･協定
等による緑の保全地区や緑化
の協定地区等 

－ 
1,436ha 

[H15.4 現在] 
1,435ha 

[H22.3 現在]

※「緑の基本計画」における平成 37 年度目標値 

 

（４）自然とのふれあいの場や機会の確保 

個別的な 
目標 

● 目標 
○ 指標 

項目 目標値
実績値 

H12 年度 H22 年度 

みどりとの 
ふれあいの 
場の確保 

<みどりや動物とふれあえる場の確保> 
○市民１人当たり都市公園面積 
 
 
<みどりや動物とふれあえる機会の確保> 
○行徳野鳥観察舎における 

自然観察会参加人数 
○自然博物館における 

観察会、散策会等参加人数 

 
※4.73

㎡ 
 
 
 
 
 
 

 
2.69ｍ２ 

 
 
 

1,313 人 
 

 
681 人 

 
3.08ｍ２ 

 
 
 

911 人 
 
 

26,504 人

水とふれ 
あえる場の 
確保 

○多自然川づくりに基づく 
大柏川の整備延長 

1,621
ｍ 

 785ｍ 1,403ｍ 

景観に配慮 
した歴史や 
文化とふれ 
あえる場の 
確保 

○考古博物館入館者数 
○歴史博物館入館者数 
○街回遊展延べ参加者数 

－ 

 
  23,280 人 
  25,751 人 
約 45,732 人 
(市川・真間、 

行徳) 

 
  19,018 人
  24,653 人
約 6,000 人

(市川・新田・真
間・国府台) 

安全な都市 
環境の確保 

○雨水排水基本計画に基づく 
幹線排水路整備延長 

－ 129,786ｍ 133,053ｍ
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（５）環境保全活動に参加する社会の実現 

個別的な 
目標 

● 目標 
○ 指標 

項目 目標値
実績値 

H12 年度 H22 年度 

環境に配慮 
した生活の 
促進 

○環境フェア入場者数 
○市川市リサイクルプラザ 

・来館者数 
・引取点数 

 
○「市川市環境白書」の発行部数 

（環境の現況や施策の状況を取りまとめた
冊子） 

－ 

 1,300 人 
 

41,806 人 
 2,559 点 

 
発行 

 
 

 9,000 人 
 

33,437 人 
 6,630 点 

 
140 部 

（ホームページで
ファイル提供） 

環境に配慮 
した事業活
動の促進 

●市におけ
るグリーン
購入調達率 

調達に係る指針の目標 
の達成率（全分類） 

100
％ 

未実施 
【平成13開始】 

93.5％ 

○環境保全協定締結事業所数 － 94 事業所 72 事業所 

環境保全活
動への支援 

○環境活動
団体への活
動支援 

情報交換会、 
環境活動展示等実施回数 
（対象団体数） 

－ 
－ 

(15 団体) 
2 回 

(33 団体) 

 

 

（６）環境学習の推進 

個別的な 
目標 

● 目標 
○ 指標 

項目 目標値
実績値 

H12 年度 H22 年度 

環境学習の 
実施 

○学校教育
における環
境講座等の
開催数 

環境政策課 
自然博物館 

－ 

33 回 
35 回 

9 回 
68 回 

○学校版ＩＳＯ認定学校数 
 

未実施 
【平成15開始】 

40 校（累計）
 

○市民、 
事業者向け 
環境講座 

市民環境講座等開催数 
 

事業者向け講演会 
施設見学会 
（市川市クリーンセンター、
衛生処理場） 

未実施 
【平成15開始】 

1 回（H18） 
 

799 人（H18） 

 

10 回 
 

1 回 
 

3,800 人 
 

○いちかわこども環境クラブ会員数 
19 グループ 

349 人 
26 グループ 

599 人 

環境学習の 
体制整備 

○千葉商科大学との包括協定 
地域環境社会論参加者数 
環境マネジメント演習 講師派遣回数

－ 
未実施 

【平成21開始】 
121 人 

6 回 

環境学習の 
情報の提供 

○「環境のはなし」発行部数 
（教職員や生徒等を主な対象に、環境情報
をわかりやすく提供するための冊子） 

－ 
－ 

 
 

3,000 部 
（ホームページで
ファイル提供） 
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（７）地球環境問題への関心と理解の醸成 

個別的な 
目標 

● 目標 
○ 指標 

項目 目標値
実績値 

H12 年度 H22 年度 

地球環境問
題の啓発 

○市川市エコライフ推進員による啓発活動
回数（啓発人数） 

 
○環境家計簿モニター制度の登録者数 
 

（冊子版環境家計簿への取組世帯数） 

－ 

未実施 
【平成15開始】 

 
未実施 

【平成21開始】 

（746 世帯） 

34 回 
(4,370 人) 

 
786 人 

 
 

 

 

（８）地球環境問題への取組 

個別的な 
目標 

● 目標 
○ 指標 

項目 目標値
実績値 

H12 年度 H22 年度 

地球温暖化 
防止対策の 
推進 

●市役所における温室効果ガス排出量 

※H11比

6％以上
削減 

(68,419ｔ
以下) 

0.0％【基準年】 
(72,786ｔ) 
[H11 年度] 

6.6％ 
(77,603ｔ) 

 

○住宅用太陽光発電設置補助件数  17 件 308 件 

オゾン層破
壊の抑制 

○環境保全協定締結事業所のうち、フロン
の排出抑制に取り組んでいる事業所の割
合 

－ 100％ 100％ 

酸性雨の 
抑制 

○市内工場
から排出さ
れる硫黄酸
化物の量 大気汚染防止法対象事業所か

ら排出された量 

－ 154ｔ 
 85ｔ 

（H21年） 

○市内工場
から排出さ
れる窒素酸
化物の量 

－ 556ｔ 
375ｔ 

（H21年） 

※「市川市地球温暖化対策実行計画」における平成 22 年度目標値 

なお、市川市クリーンセンターから排出される廃プラスチックの焼却に伴う温室効果ガスも加

えています。 
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資料５－３ 第１次市川市環境基本計画に関連する 

事務事業の実績調査結果 

（１）環境負荷の少ない社会の実現 

ア 大気環境の保全 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 ばい煙調査 

大気汚染防止法の政令市に指定され、

ばい煙発生施設及び粉じん発生施設

に対して、立入調査・指導などの規制

を実施する。 

【届出数】482 施設 【届出数】337 施設 

環境清掃部 
大気環境の常

時監視 

大気環境を監視局により常時監視す

る。 

【監視局数】8 

【有効測定日数】 

361 日（二酸化硫黄 

 3 局の平均） 

【監視局数】8 

【有効測定日数】 

365 日（二酸化硫黄 

 3 局の平均） 

環境清掃部 
有害大気汚染

物質等の調査

有害大気汚染物質及びダイオキシン

類を定期的に調査し、状況監視を実施

する。 

【調査地点数】 

有害；4 地点， 

ダイオキシン；4 地点 

【調査地点数】 

有害；4 地点， 

ダイオキシン；4 地点

環境清掃部 

アイドリング

ストップの啓

発 

看板設置などによりアイドリングス

トップの啓発を実施する。 
【実績】環境フェアにて啓発活動 

環境清掃部 
ノーカーデー

の推進 

ノーカーデーを懸垂幕及び広報等に

より、公用車の使用抑制依頼、職員の

自家用車通勤自粛、市民への啓発等を

実施する。 

【実績】市内事業所及び市職員に対して、通知や

メールなどにて依頼 

道路交通部 
総合交通計画

の策定 

自動車・鉄道・バス・歩行者等の交通

に係る様々な問題について、総合的か

つ一体的に取組むため市川市総合交

通計画を策定する。（H16策定） 

  

【策定状況】 

H16 計画策定、 

H21 改定版策定 

道路交通部 
総合交通計画

実施計画 

各交通機関を一体的に捉え、将来を見

据えた交通施策の実現化として、道路

交通情報（バスや駐車場など）に関す

るWebページを開設（H17開始）

  
【ページアクセス件数】

14,839 件<累積> 

道路交通部 

鉄道新線の計

画促進及び既

存鉄道の整備

改良 

鉄道新線の実現方策の検討を行い、国

に対し補助制度の創設等の要望や類

似する鉄道の調査を行う。 

【調査回数】1 回 
【調査回数】 

10 回<累積> 

道路交通部 

コミュニティ

バス社会実験

運行 

交通不便地域を解消するコミュニテ

ィバスを試験的に運行し、コミュニテ

ィバス導入の効果を検証する。（H17

開始） 

  
【利用者数】 

1,862,359 人<累積> 

道路交通部 
鉄道駅エレベ

ーター等整備

5000人以上/日の鉄道駅を対象に、

鉄道事業者の実施するバリアフリー

化工事に対し、補助金を交付する。（対

象駅は13駅）（H14開始） 

  

【バリアフリー化 

完了駅数】 

 12 駅<累積> 

道路交通部 

公共・民間に

よる空き駐車

場の有効活用

駅周辺駐車場整備地区内の時間貸し

駐車場の整備状況を調査し、市の

Web ページ等で情報を提供する。

(H19開始） 

  
【ページアクセス件数】

76,427 件<累積> 
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道路交通部 
自転車安全利

用啓発 

交通安全団体と協働で、自転車の交通

ルールのチラシや反射材を配布する

ことにより、自転車の安全利用を啓発

する。また、自転車安全利用条例の制

定を目指す。 

【啓発回数】なし 

【自転車事故件数】 

 636 件 

【啓発回数】48 回 

【自転車事故件数】 

 556 件 

道路交通部 

自転車走行空

間ネットワー

ク基本構想の

策定 

駅やレクリエーション拠点へのアク

セスと安全の向上を図るため、ネット

ワーク形成の基本構想を策定する。

（H21開始） 

  【策定状況】構想案作成

道路交通部 
道路拡幅整備

事業 

交通の円滑化を図るため、既存道路の

隅切りやボトルネック部分等の整備

を行う。（H13開始） 

 

【整備工事】 

延長 16,307ｍ<累計> 

【用地購入】 

面積 5,190.89 ㎡ 

<累計> 

道路交通部 

都市計画道路

3・4・18 号

整備事業 

慢性的な交通渋滞の解消を図るため、

都市計画道路 3・4・18 号整備事業

を推進する。 

【用地確保率】88.1％ 【用地確保率】96.5％

道路交通部 
駐輪場整備事

業 

自転車の放置を防止するために、通

勤・通学者及び日中買い物等の自転車

利用者に供する自転車等駐輪場を整

備する。 

【駐輪場数】43 施設 

【収容台数】 

 36,237 台 

【駐輪場数】46 施設 

【収容台数】 

 36,340 台 

行徳支所 

市川塩浜駅周

辺市有地有効

活用事業 

商業店舗等の整備、自転車駐輪場の再

整備を条件に民間事業者を募集し、土

地を貸付けることで有効活用を図る。

（H18開始） 

  

【進捗状況】ビジネス 

ホテル及び民間駐輪場 

オープン 
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イ 水環境の保全 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 
江戸川を守る

会の事務 

江戸川の水質汚濁防止のために、巡回

監視、水質調査、自治体への施策の要

請、広報・啓発活動等を行う。 

【調査回数】2 回 

【啓発回数】5 回 

【調査回数】2 回 

【啓発回数】6 回 

環境清掃部 
みずアドバイ

ザー制度 

みずアドバイザーを研修会等で育成

し、地域住民へ家庭でできる生活排水

対策を啓発する。 

【啓発回数】114 回 

【参加者数】4,400 人 

【啓発回数】48 回 

【参加者数】4,485 人

環境清掃部 
排水調査・規

制 

水質汚濁防止法に基づき、特定事業所

の排水調査を実施し、法令等による規

制する。 

【届出数】511 施設 【届出数】412 施設 

環境清掃部 
水質の常時監

視 

公共用水域(河川・海域）の状況を常

時監視する。 
【調査地点数】20 地点 【調査地点数】16 地点

水と緑の部 
水洗化普及業

務委託 

水洗普及員を委託し、公共下水道区域

を巡回して未接続家屋の調査と水洗

普及の啓蒙を行う。（H16開始） 

  【訪問件数】4,687 件

水と緑の部 

水洗便所改造

資金貸付金事

業 

市川市水洗便所改造貸付条例に基づ

き、下水道処理区域内における水洗化

を促進させる為、資金の貸付を行う。

（H14開始） 

  

【貸付件数】18 件 

【貸付金額】 

 3,800,000 円 

水と緑の部 

合併処理浄化

槽設置整備事

業補助金 

10人槽以下の新設及び単独浄化槽か

ら高度処理型合併処理浄化槽への転

換について、設置費の一部を補助す

る。 

【補助基数】360 基 【補助基数】97 基 

水と緑の部 
公共下水道整

備汚水事業 

公衆衛生の向上、生活環境の改善と広

域的な公共用水域の水質保全を目的

に、公共下水道の整備を進める。 

【 整 備 済 面 積 】

1,879ha 

【処理人口】 

267,200 人 

【整備済面積】 

2,139ha 

【処理人口】 

315,400 人 

水と緑の部 
公共下水道整

備雨水事業 

外環道路事業の進捗と整合を図り、管

路施設の整備を行う。外環事業者や関

係住民の合意を得ながら、費用負担等

の協議も行っていく。 

【整備面積】592ha 

【整備率】16.8％ 

【整備面積】659ha 

【整備率】18.2％ 
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ウ 音環境の保全 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 

騒音に関する

建設作業への

規制・指導 

特定建設作業の実施等に際し、作業方

法、防音対策等について規制・指導を

行う。 

【届出数】 

騒音；178 件， 

振動；85 件 

【届出数】 

騒音規制法；189 件，

振動規制法；115 件，

市川市環境保全条例；

 889 件 

環境清掃部 

騒音に関する

施設設置への

規制・指導 

特定の事業場に対し、施設の配置、防

音対策等について規制・指導を行う。

【届出数】 

騒音；3,690 施設， 

振動；1,961 施設 

【届出数】 

騒音；3,534 施設，

振動；2,398 施設 

環境清掃部 騒音の調査 

定期的に道路騒音を調査･測定を実施

する。必要に応じて公安委員会及び道

路管理者に対して改善措置の要請等

を行う。 

【定期調査地点数】 

17 地点 

【定期調査地点数】 

21 地点 

 

エ 地質環境の保全 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 

土壌汚染に関

する規制・指

導 

有害物質を取り扱う工場等の廃止に

伴う立入調査・規制を行う。（H15

開始） 

 【立入調査数】4 事業場

環境清掃部 
地下水質の調

査 

市内の全体的な地下水質を把握する

ため、指定地周辺の井戸水質の調査・

監視を行う。 

【調査地点数】14 地点 【調査地点数】12 地点

 

オ におい環境の保全 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 
悪臭に関する

規制・指導 

悪臭発生施設に立入検査を実施して、

規制・指導を行う。また、苦情解決の

ための事業者指導を行う。 

【立入調査数】5 社 【立入調査数】3 社 

 

カ 化学物質対策 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 
化学物質等の

汚染調査 

有害化学物質による汚染調査を実施

する。（大気・河川(水質･底質)・土壌）

【調査地点数】 

大気；4 地点， 

河川；2 地点， 

土壌；1 地点 

【調査地点数】 

大気；4 地点， 

河川；2 地点， 

土壌；1 地点 

環境清掃部 
アスベスト対

策事業 

市内の環境大気中のアスベスト濃度

を測定して飛散状況を把握する。 
【測定地点数】4 地点 【測定地点数】4 地点 
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（２）循環を基調とする経済社会システムの実現 

ア 廃棄物の減量化・資源化 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

総務部 
食堂ごみの資

源循環の推進 

市職員互助会食堂の生ごみ処理機に

より、ごみを減量するとともにじゅん

かん堆肥の原料を供給する。 

【供給量】1,544kg 【供給量】1,019kg 

市民経済部 
梨剪定枝炭化

の補助 

梨の剪定枝を炭化して土壌改良剤と

して還元する事業について補助する。

（H15開始） 

  
【年間処理量】 

9,779kg 

市民経済部 

園芸用廃プラ

スチック処理

の補助 

園芸用廃プラスチックの適正処理費

用について補助するとともに、JAニ

ュースや各農家組合長等を通じて啓

発する。 

【年間処理量】5.00t 【年間処理量】9.69t 

環境清掃部 

ごみ分別ガイ

ドブックの配

布等 

「ごみ分別ガイドブック」及び各種啓

発用チラシ等の作成・配布や3R推進

月間の取り組みを行うとともに、廃棄

物問題を見直す機会を提供する。 

【ごみ分別数】5 

【ごみ分別数】12 

【ブック配布数】 

 55,000 部 

【懸垂幕設置回数】1 回

環境清掃部 
指定ごみ袋制

の導入 

分別排出の徹底、処理現場における安

全の確保などのために、市の指定ごみ

袋での排出を推進する。（H11開始、

H14一部改正） 

【袋種類】4 種類 

【認定業者】21 社 

【袋種類】5 種類 

【認定業者】22 社 

環境清掃部 

循環型社会推

進懇談会の開

催 

循環型社会推進懇談会<じゅんかんプ

ロジェクト>を設置し、ごみ12分別

及び一般廃棄物処理基本計画を推進

する。（H13開始） 

  【会議回数】6 回 

環境清掃部 

生ごみ処理

機・コンポスト

容器の購入補

助 

電気式生ごみ処理機及びコンポスト

容器の購入に際し、補助金を交付す

る。 

【補助数】 

生ごみ；210 基， 

コンポスト；129 基 

【補助数】 

生ごみ；89 基， 

コンポスト；46 基 

環境清掃部 

リサイクルプ

ラザ管理運営

事業 

リサイクルプラザにおいて、再生品の

販売を実施するとともに、リサイクル

に関する情報発信を行う。 

【販売点数】2,559 点 

【来館者数】41,806 人 

【販売点数】8,024 点

【来館者数】36,242 人

【講座回数】12 回 

環境清掃部 
生ごみの堆肥

化 

生ごみの減量及び資源化の促進と意

識の向上を目的に、市内の小中学校等

に生ごみ処理機を設置する。 

【設置数】3 基 

【設置数】17 基 

【生ごみ投入量】 

 51,100kg 

環境清掃部 

江戸川クリー

ン大作戦への

参加 

江戸川河川事務所と2区11市町に

よる、「江戸川クリーン大作戦」に参

加し、地域清掃及び環境配慮の意識向

上を図る。 

【参加者数】2,714 人 【参加者数】1,877 人

環境清掃部 
廃棄物減量等

推進員事業 

廃棄物減量等推進員<じゅんかんパー

トナー>と協働して、地域のごみ置き

場及び不法投棄の状況把握や啓発活

動を実施する。 

【活動報告数】39 件 【活動報告数】839 件

環境清掃部 
廃棄物処理施

設等の整備 

施設整備計画に基づき、衛生的かつ環

境に配慮しながら廃棄物処理してい

くために、廃棄物処理施設等を整備す

る。 

【実績】 

クリーンセンターの

建設(H6) 

【実績】 

施設（焼却処理、破砕

処理）の延命化 
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環境清掃部 
事業系ごみ対

策事業 

未適正処理事業所に対し、訪問指導や

チラシ郵送により適正処理を促すと

ともに、多量排出事業所には、減量・

資源化適正処理計画書の提出や立入

検査を実施する。 

【配布数】 

約 12,000 事業所 

【適正処理率】 

約 31％（H17） 

【個別訪問件数】 

1,169事業所（H17） 

【配布数】 

13,270 事業所 

【適正処理率】 

約 37％ 

【個別訪問件数】 

1,624 事業所 

環境清掃部 

空きビン・空き

カン回収再資

源化事業 

収集した空きビン及び空きカンを、選

別・処理・保管する。（業務委託） 

【資源化量】 

5,445ｔ 

（ビンとカンの合計） 

【資源化量】 

ビン；3,145ｔ， 

カン；1,596ｔ 

環境清掃部 

プラスチック

容器包装類回

収再資源化事

業 

収集したプラスチック製容器包装類

を、選別・圧縮梱包・保管する。（業

務委託） 

【資源化量】プラ；なし 
【資源化量】プラ； 

5,403ｔ 

環境清掃部 
街かど美化清

掃事業 

街の美観の保持、道路汚染の防止等を

目的として、駅前周辺の車道及び歩道

等の清掃を行う。 

【実施箇所数】4 駅 

【清掃日数】295 日 

【実施箇所数】4 駅 

【清掃日数】243 日 

環境清掃部 資源回収事業 

資源物の回収活動を自主的に行って

いる自治会、子供会、ＰＴＡ等の団体

に奨励金を交付する。 

【支援団体数】 

269 団体 

【回収量】8,379ｔ 

【支援団体数】 

270 団体 

【回収量】5,422ｔ 

環境清掃部 
不法投棄監視

パトロール 

不法投棄された地区を中心に、昼夜に

わたり巡回パトロールを実施する。

（H13開始） 

  
【日数】直営；251 日，

深夜；100 日 

環境清掃部 
不法投棄監視

カメラ活用 

市内の不法投棄がされやすい場所に

監視カメラを設置し、不法投棄の抑制

に努める。（H13開始） 

  
【設置数】 実機 3 台，

ダミー18 台 

環境清掃部 
不法投棄の現

地確認・指導 

不法投棄物を現地確認し、収拾の手

配、警察への通報等を行うとともに、

土地所有者に対する再発防止対策を

指導する。（H16開始） 

  【指導回数】41 回 

環境清掃部 

剪定枝葉粉砕

リサイクル事

業 

搬入される生木類をチップ化して有

機堆肥の原料として供給する。（H12

試験開始）（H14開始） 

  
【原料供給量】 

418.83t 

道路交通部 
リサイクル自

転車の活用 

自転車を公共交通機関の補完手段と

して位置づけ、街かど回遊レンタサイ

クルとして活用する。（H12開始、

都市型は廃止） 

【台数】15 台 

【台数】80 台 

【利用件数】 

 15,851 件 
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イ 水資源の有効活用 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

管財部 
職員節水意識

の高揚 

職員の節水意識の高揚のために、ステ

ッカーによる啓発、節水コマの設置、

自動水栓の設置を行う。 

  【自動水栓設置数】39

環境清掃部 

クリーンセン

ター処理水の

再利用 

クリーンセンター内で使用した水の

有機系処理水を、所内で使用する洗浄

水や加湿水に再利用する。 

【利用量】 

10424.1㎥/年 

【利用箇所】 

床洗等計 6 箇所 

【利用量】 

7497.9㎥/年 

【利用箇所】 

床洗等計 6 箇所 

水と緑の部 

雨水小型貯留

施設設置費の

助成 

水資源の有効利用や治水対策として、

雨水小型貯留施設設置費用を一部助

成する。（H13開始） 

  
【助成件数】 

339 件<累計> 

水と緑の部 

宅地開発事業

等における雨

水貯留浸透施

設の設置指導 

「市川市都市計画法に基づく開発許

可の基準等に関する条例」等を適用さ

れる事業を行う者に対し、雨水貯留浸

透施設を設置するよう指導する。 

【設置数】 

1,497 件<累計> 

【設置数】 

2,956 件<累計> 

水と緑の部 
雨水浸透施設

の設置促進 

市民あま水条例に基づき、適地におい

て、新築・増築等を行う場合は、雨水

浸透施設を設置するよう指導する。

（H17開始） 

  
【設置数（申請）】 

2,586 件<累計> 

水と緑の部 

雨水貯留浸透

施設の公共施

設（道路）への

整備 

未だ道路冠水が起きる箇所のうち、合

流式下水道の地区で浸透が可能な箇

所に雨水浸透枡、浸透トレンチを敷設

し、道路冠水の被害の軽減を図る。

（H17開始） 

  

【設置道路】 

市川１丁目 130m、

八幡６丁目 42m 

<累計> 

水と緑の部 
雨水浸透施設

設置費の助成 

設置適地において、戸建等に雨水浸透

施設を設置する際に設置費用を市の

算定基準により助成する。 

【助成件数】 

22 件<累計> 

【助成件数】 

74 件<累計> 

 

ウ エネルギーの有効活用 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 

新エネルギー

発電装置の設

置 

小学校等の公共施設へ、太陽光や風力

発電システムを設置し、新エネルギー

に関する意識の高揚を図る。（H12

開始） 

【設置数】1 箇所 
【設置数】 

12 箇所<累積> 

環境清掃部 

住宅用太陽光

発電システム

設置助成事業 

新エネルギー推進に係る住宅用太陽

光発電システムの普及促進を図るた

め、設置する市民に補助金を交付す

る。（H12開始） 

【助成件数】17 件 

【出力合計値】 

53.5ｋＷ 

【助成件数】 

438 件〈累積〉 

【出力合計値】 

1443.9ｋＷ〈累積〉

環境清掃部 

新エネルギー

施設見学会・教

室 

太陽光発電などの新エネルギー施設

の見学会（地球温暖化問題の説明）や、

関連する工作教室を開催する。 

【工作教室回数】1 回 

【見学会回数】１回 

【工作教室回数】 

10 回 <累積> 
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（３）自然環境の保全及び創造 

ア 生物の生息環境の確保 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

市民経済部 
生産緑地の保

全 

都市における農地の持つ緑地機能、保

水機能、生態系などを守るため、生産

緑地法に基づく保全を行う。 

【保全地区数】 

397 地区 

【保全地区数】 

367 地区 

環境清掃部 
自然環境実態

調査 

自然、生物についての実態調査を実施

し、「市川市自然環境実態調査報告書

2003」を作成した。（H13開始）

  

【実績】 

報告書作成(H15)， 

活用した指針の策定

(H18) 

環境清掃部 
自然環境保全

再生指針事業

自然環境の保全とともに再生を図る

ため､「自然環境保全再生指針」を策

定する。さらに、「生物多様性地域戦

略」化を図る。（H17指針策定） 

  

【指針】策定(H17) 

【戦略準備】 

基礎調査着手 

水と緑の部 
緑地対策事業

補助金 

法令により、担保された樹林地や適切

な維持管理をして、保全協定を締結し

た地権者に対し、補助金を交付する。

【対象面積】53.2ha 【対象面積】40.1ha 

水と緑の部 緑地保全事業

動植物の生息の場や住民の憩いの場

などを確保するため、都市緑地等や優

良な民有樹林地の公有地化を図る。 

【公有地化面積】 

211,366 ㎡ 

【公有地化面積】 

232,136 ㎡ 

水と緑の部 
斜面林・社寺

林の保全 

「特別緑地保全地区指定」「保存樹林

指定」などによる斜面林等の保全を行

う。 

【保全地区箇所数】4 

【保存樹林箇所数】7 

【保全地区箇所数】4 

【保存樹林箇所数】5 

水と緑の部 
協定樹木管理

事業 

市内に残る巨木、黒松を保全するた

め、所有者と協定を締結し、樹木の剪

定及び立ち枯れ木等の処理費用を補

助する。（H14開始） 

  【協定本数】157 本 

水と緑の部 生産緑地地区
生産緑地地区の追加指定及び廃止に

かかわる手続きを行う。 

【追加指定件数】 

86 地区<累積> 

【追加指定件数】 

92 地区<累積> 

水と緑の部 
共同敷地内の

緑化 

宅地開発条例や中高層指導要綱等に

より、共同敷地内緑地の確保を図る。
【対象件数合計】56 【対象件数合計】86 

 

イ 生態系の保全・回復 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 

イノカシラフ

ラスコモ保護

保全事業 

環境省の絶滅危惧種に指定され、自然

界ではじゅん菜池緑地のみに生息す

る「イノカシラフラスコモ」の保護・

保全を図る。 

【保護保全箇所数】 

1 箇所 

【実績】保護保全検討 

委員会立ち上げ 

【保護保全箇所数】 

1 箇所 

環境清掃部 外来生物対策

「外来生物法」に基づき、特定外来生

物について啓発を図るとともに、情報

収集に努め、必要な場合には駆除計画

を策定する。（H16開始） 

 

【駆除計画実績】 

監視及び初期対応体

制の構築(ｱﾗｲｸﾞﾏ) 

水と緑の部 
江戸川ビオト

ープ 

江戸川の持つ水辺の連続性や生物の

生息状況などを安全に実体験できる

場の創出を図る。（H14開始） 

  

【整備実績】 

1 箇所，約 1,000 ㎡

【利用者】近隣小学校 

行徳支所 
近郊緑地整備

事業 

近郊緑地内の貴重な自然環境を保全

管理するとともに、野鳥保護と調和す

る市民の利用を推進するための施策

を実施する。 

【観察路の散策利用者

数】7,703 人 

【観察路の散策利用者

数】6,261 人 



 －資料 34－

（４）自然とのふれあいの場や機会の確保 

ア みどりとのふれあいの場の確保 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

市民経済部 
減農薬栽培の

推進 

減農薬栽培を推進するために、害虫の

発生を抑制／駆除する農薬の購入経

費などを補助する。 

【対象品目数】1 【対象品目数】4 

市民経済部 

農薬飛散防止

施設設置の補

助 

農薬飛散防止施設（カーテン）を設置

する事業に対し補助する。 

【設置件数】2 

【設置長】75.0m 

【設置件数】16<累積>

【設置長】629.9m 

<累積> 

市民経済部 
農業振興地域

制度の活用 

集団的な優良農地の整備・保全を目的

に、大町及び大野町の一部の地域につ

いて農業の振興に努める。 

【農用地区面積】 

152ha 

【農用地区面積】 

148ha 

市民経済部 

市民農園・体

験農園等の設

置 

都市農業における特質（緑地保全、保

水機能、生態系の維持など）の理解の

ため、各種農園を設置する。 

【設置区画数】 

1,301 区画 

（市民農園 801， 

ふれあい農園 500） 

【設置区画数】 

1,501 区画 

（市民農園 951， 

ふれあい・体験農園

550） 

環境清掃部 
事業所への緑

化の指導 

周辺の生活環境の保全を目的に、工

場・事業場の緑化を推進する。 

【緑化協定締結数】 

138 事業場 

【工場等緑化届出件数】

540 事業場 

水と緑の部 

北西部水と緑

の回廊サイン

設置事業 

水辺空間や緑地、公園などの緑の拠点

や文化資源などを、道路や水辺でネッ

トワーク化を図る。（H17開始） 

  

【サイン設置数】 

案内板；10， 

誘導板；50<累計> 

水と緑の部 
緑の基金補助

金 

（財）市川市緑の基金に対し、緑化事

業、花の街推進事業、緑と花の市民大

学事業等を運営するため補助金を交

付する。 

【補助金】 

11,000 千円 

【運営事業】緑化助成， 

緑化フェアの実施 

など 

【補助金】 

14,200 千円 

【運営事業】緑化助成，

緑と花の市民大学 

花の講座，花の街市川

推進事業など 

水と緑の部 
公園用地取得

事業 

公園配置方針に基づき、公園用地を確

保し、特色ある公園整備を推進する。

【都市公園整備面積】 

121.50ha 

【都市公園整備水準】 

2.69 ㎡/人 

【都市公園整備面積】 

141.96ha 

【都市公園整備水準】 

2.99 ㎡/人 

水と緑の部 
小塚山公園整

備拡充事業 

小塚山公園と堀之内公園との連携強

化を図るとともに、特色ある地区公園

として拡充整備を図る。（H15開始）

  【用地買収率】78% 

水と緑の部 
国府台緑地整

備事業 

国府台緑地を保全・活用し、周辺の公

園緑地とのネットワーク化を図る。

（H18年2月都市計画決定） 

  

【用地買収率】88% 

【用地買収面積】 

4.5ha/5.1ha 

行徳支所 

南行徳水辺の

周回路整備事

業 

三番瀬や行徳近郊緑地特別保全地区

などにおいて、健康と憩いの空間を提

供するため、周回路を整備するもの。

（H20開始） 

  
【周回路整備延長】 

220ｍ<累積> 

行徳支所 
野鳥観察舎の

管理・運営 

野鳥の飛来地及び生息地として保全

されるよう管理・運営するとともに、

生態観察を通して自然に親しむ機会

を提供する。 

【来館者数】 

13,933 人 

【観察会参加者数】

1,313 人 

【来館者数】 

15,014 人 

【観察会参加者数】 

1,001 人 
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イ 水とふれあえる場の確保 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

水と緑の部 
国分川調節池

上部活用事業

国分川と春木川の洪水軽減を目的と

した調節池について、平常時の上部活

用を検討し、開設を目指す。（H13

開始） 

  

【検討会議体数】3 

（考える会、整備検討

委員会、育む会） 

【実績】基本計画の策定

水と緑の部 
江戸川放水路

公園計画 

江戸川放水路の河川空間を活用し、憩

いの場や地域の人達とのコミュニテ

ィの場、環境学習の場などの整備を図

る。（H13開始） 

  

【整備実績】 

水洗トイレと駐車場

(H13)， 

桜並木 51 本

(H16H17）， 

クリーンスパ前

(H19) 

行徳支所 

市川市魚食文

化フォーラム

実行委員会負

担金 

魚食文化フォーラム実行委員会を組

織し、水産業への理解及び市内水産物

の消費拡大を図る。 

【体験学習回数】11 回 

【食材提供】 

焼ノリ；3,755 帖， 

生ノリ；576 ㎏ 

【体験学習回数】11 回

【食材提供】 

焼ノリ；3,375 帖，

生ノリ；810 ㎏ 

行徳支所 
市川漁港整備

事業 

狭隘で老朽化も著しい市川漁港の整

備を図り、利便性及び安全性を確保す

る。（H18開始） 

  

【整備状況】 

基本設計等業務， 

環境影響評価業務 

行徳支所 
採貝業振興対

策事業 

漁業組合が行う漁場清掃や漁場改良

事業、稚貝の移植放流事業に対し支援

する。 

【支援件数】 

漁場清掃；2 回， 

稚貝放流；2 回 

【支援件数】 

漁場清掃；2 回， 

漁場改良；1 回， 

稚貝放流；2 回 
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ウ 景観に配慮した、歴史や文化とふれあえる場の確保 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

文化国際部 回遊展の開催

名所旧跡や街なみを巡る触れ合いに

より市民の文化意識の高揚と、地域の

活性化を図るため街回遊展を開催す

る。 

【開催数】2 回 

【参加者数】 

45,732 人 

【開催数】1 回 

【参加者数】 

10,000 人 

街づくり部 

景観法に基づ

く届出に対す

る指導 

景観法に基づく届出等の受付、審査を

行い、景観計画に適合するよう指導す

る。（H18制定） 

  【届出件数】17 件 

街づくり部 

中山参道地区

街並み環境整

備事業 

寺院群とその門前の商店街を中心と

した中山参道地区を、国の「街並み環

境整備事業」により、景観整備する。

（H19開始） 

  【民間修景件数】3 件 

道路交通部 
不法看板等の

除却 

沿道環境の向上を目的とし、屋外広告

物法で規定される、不法に設置されて

いる「はり紙」等の除却を実施する。

【不法看板の撤去件数】 

31,697 件 

【不法看板の撤去件数】

23,863 件 

行徳支所 
旧江戸川照明

灯整備事業 

県で景観事業を行っている旧江戸川

の遊歩道において、約35mおきに

128基の照明灯を計画的に設置す

る。（H19開始） 

  
【照明灯設置数】 

108 基<累積> 

生涯学習部 
史跡維持管理

事業 

国指定史跡の草刈、樹木枝払いを実施

することにより、史跡の維持管理・活

用を図る。 

【史跡管理数】3 箇所 【史跡管理数】2 箇所 

生涯学習部 

指定文化財維

持管理費補助

金 

文化財の維持管理に補助することに

より、文化財の活用と市民文化の向上

を図る。 

【補助件数】23 件 【補助件数】23 件 

生涯学習部 
博物館活動の

推進 

考古・歴史博物館の展示・教育普及・

調査研究等の活動を推進する。 

【考古博物館】 

入館者数；23,280人， 

行事参加者数；1,895人 

【歴史博物館】 

入館者数；25,751人， 

行事参加者数；1,388人 

【考古博物館】 

入館者数；21,638人，

行事参加者数；8,231人

【歴史博物館】 

入館者数；25,010人，

行事参加者数；10,389人
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エ 安全な都市環境の確保 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

危機管理部 

市川市地域防

災計画の見直

し 

災害時の海上輸送の協定締結、職員の

参集・配置計画、避難所の開設等の見

直しを図る。 

【協定締結数】0 

【見直し実績】なし 

【避難所数】90 箇所 

102 施設 

【協定締結数】4(累積)

【見直し実績】3回(累積)

【避難所数】98 箇所 

115 施設 

市民経済部 
防犯灯設置費

等補助金 

防犯灯の設置及び維持管理について

補助している。今後は環境にやさしい

LED 防犯灯の試験設置により効果を

検証する。 

【防犯灯設置数】 

23,032 灯 

【ＬＥＤ設置箇所数】 

なし 

【防犯灯設置数】 

24,413 灯 

【ＬＥＤ設置箇所数】 

7 灯 

街づくり部 

南口再開発に

おけるビル風

対策 

縮小模型を基に風洞実験を行い、ビル

風の対策方針について検討する。対策

として高木を植栽する。（H17検討

開始） 

  

【進捗状況】 

周辺道路の植栽完了

(H21) 

街づくり部 

南口再開発に

おける無電柱

化推進 

関係者間の協力のもと、市川駅南口の

電線類地中化を積極的に推進する。

（H18開始） 

  

【進捗状況】 

周辺道路の電線共同

溝工事完了(H21) 

道路交通部 支障電柱除却

歩行者の利用が多い市道の区域内に

おいて、通行の支障となっている電柱

を移設することにより、有効幅員を広

げる。 

【支障電柱移設本数】 

4 本 

【支障電柱移設本数】 

8 本 

道路交通部 

人にやさしい

道づくり重点

地区整備事業

人にやさしい歩道整備指針に基づき、

主要駅周辺の歩道面の平坦性の確保、

段差の解消等の道路改良を行う。

（H17開始） 

 
【道路改良】 

Ｌ＝2,143ｍ<累計> 

道路交通部 
電線類地中化

事業 

安全で快適な歩行空間の確保と、地震

等災害時の都市防災機能の向上を図

るため、条件の整った箇所の無電柱化

を行う。（H16開始） 

 
【電線共同溝整備】 

Ｌ＝2,830ｍ<累計> 

水と緑の部 
排水路整備事

業 

市川市雨水排水基本計画に位置づけ

られた幹線排水路を整備するととも

に、浸水常襲地域の被害を軽減するた

めの排水路を整備する。 

【幹線排水路整備済延

長】129,786m 

【幹線排水路整備済延

長】132,793m 

水と緑の部 
都市基盤河川

改修事業 

大柏川において、浸水常襲地域の被害

を解消するために、河川改修による治

水機能の向上を図るとともに、水辺の

自然環境の保全・創出等を目的とした

多自然川づくりを進める。 

【護岸整備延長】 

785m 

【護岸整備延長】 

1,333m 

水と緑の部 
排水施設整備

事業 

低地域で自然排水の不可能な地域の

浸水被害を軽減するため、ポンプ場・

排水機場等の排水施設を整備する。 

【整備済施設数】0 機場 

【暫定整備施設数】 

20 機場 

【整備済施設数】3 機場

【暫定整備施設数】 

17 機場 

行徳支所 
広尾防災公園

整備事業 

平常時は憩いやレクリエーションの

場として住民に親しまれ、災害時は一

時避難場所等の防災機能を備えた公

園を整備する。（H22年開園） 

【一人当たりの避難面

積】0.32㎥／人 

【一人当たりの避難面

積】1.89 ㎡/人 

消防局 
耐震性貯水槽

整備事業 

消防水利の充実強化と付近住民の生

活用水の確保を図るために、小中学校

や公園等に耐震性貯水槽を設置する。

【設置数】2<累積> 【設置数】14<累積> 

教育総務部 耐震補強事業

児童生徒等の安全確保、教育環境の整

備のため、校舎、体育館の補強工事及

び建替工事を行う。 

【耐震化棟数】 

1 棟<累積> 

【耐震化棟数】 

44 棟<累積> 
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（５）環境保全活動に参加する社会の実現 

ア 環境に配慮した生活の促進 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

企画部 
夏休み体験ボ

ランティア 

体験型のメニューの中から活動を選

び参加する「夏休み体験ボランティ

ア」事業を実施する。（H13開始）

  【参加者数】1,344 人

市民経済部 
市民マナー条

例推進事業 

市民マナー条例に基づき、過料徴収等

を行い、健康で安全・清潔な生活環境

の実現を図る。（H16開始） 

  

【活動地域数】 

路上禁煙区 5 地区 

【過料徴収件数】 

2,017 件 

環境清掃部 
環境フェア開

催 

環境月間の主要行事として環境フェ

アを開催し、多くの市民が楽しみなが

ら環境について学び、知識を高める場

を提供する。 

【来場者数】1,300 人 
【来場者数】5,500 人

【参加団体数】40 団体

水と緑の部 

江戸川・水フェ

スタｉｎいち

かわ 

水に親しみながら自然愛護の心を育

み、地域交流の輪を広げるために、江

戸川の河川敷においてイベントを行

う。（H12開始） 

【参加者数】1,000 人 【参加者数】2,000 人

 

イ 環境に配慮した事業活動の促進 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 

環境マネジメ

ントシステム

の導入・推進 

H13年度18施設、H15年度から

19施設において、ISO14001認証

を登録し、環境マネジメントシステム

を推進する。（H13開始） 

 

【対象施設数】19 施設

【実施計画数】55 

（エコオフィス 6， 

公共工事3，保全46）

環境清掃部 
職員研修の実

施 

環境マネジメントシステムの取り組

みや研修を通じて、職員の意識改革を

図る。（H13開始） 

 
【研修数】6 

【参加施設数】19 

環境清掃部 
グリーン購入

の推進 

調達方針策定、実績調査、検討会開催、

情報提供等により、グリーン購入の計

画的な推進を図る。（H13開始） 

 【平均調達率】81.3％

環境清掃部 
環境保全協定

の締結 

市と事業所が環境保全協定を締結し、

事業所の自主的な環境活動を促進す

る。（H12開始） 

【締結数】94 事業所 
【締結数】72 事業所 

【情報交換回数】1 回 

環境清掃部 

ごみ減量化・資

源化協力店制

度 

資源化協力店に、商品の簡易包装の促

進、リサイクル製品の販売促進等の取

り組みへの協力を依頼する。 

【協力店数】285 店舗 

（累計） 

【実績】制度を再構築、

認定基準の見直し 

【協力店数】139 店舗

環境清掃部 
ISO14001

維持・改善事業

クリーンセンターでの一般廃棄物の

処理活動に伴う環境影響を継続的に

改善するとともに、この運用結果を市

民に公表する。 

【対象事業数】1 

（クリーンセンター） 

【公表活動】 

インターネット 

【対象事業数】1 

【公表活動】 

インターネット 

消防局 
消防法令順守

の啓発指導 

危険物施設から大気汚染物質・水汚染

物質を放出しないよう啓発指導を行

う。 

【啓発回数】1 回 【啓発回数】2 回 
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ウ 環境保全活動への支援 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

企画部 

市民活動団体

支援制度運営

事業 

ボランティア団体やＮＰＯなど市民

の自主的な活動に対して、個人市民税

納税者等が団体を選び支援する。

（H17開始） 

  

【支援対象団体数】 

130 団体 

【選択届出数】 

10,164 人 

企画部 
地域ポイント

制度運営事業 

地域への関心と市民活動への参加を

広げ、市民活動団体への支援にも活用

できるポイント制度を運営する。

（H18開始） 

  
【ポイント発行総数】 

1,149,687 ポイント 

企画部 

ボランティ

ア・ＮＰＯ活動

センター運営

事業 

ボランティア活動や市民活動団体活

動をサポートするための拠点として、

本八幡及び行徳に開設し運営する。

（H17開始） 

  
【利用者数】 

11,968 人 

企画部 

ボランティア

活動等の情報

提供 

独自で情報誌を作成し、市民活動団体

の紹介、ボランティアの募集等の情報

を提供する。（H18HP発信開始）

  

【情報誌発行回数】4 回

【ホームページ登録団

体数】266 団体 

環境清掃部 
環境白書の発

行 

環境の現況、環境の保全及び創造に関

する施策等の進捗状況等についての

公表手段として、S50より「市川市

環境白書」を発行する。 

【発行】冊子のみ 
【発行】冊子及び 

インターネット公開 

環境清掃部 

インターネッ

トによる環境

情報の提供 

市公式Web サイトにおいて、環境に

関する情報ページを作成し、最新の情

報を提供するために随時更新を行う。

（H11開始） 

【更新回数】12 回 【更新回数】47 回 

環境清掃部 

「広報いちか

わ」による環境

情報の提供 

「広報いちかわ」へ環境に関する記事

を掲載し、市民への情報提供を行う。
【実績】随時掲載 【実績】随時掲載 

環境清掃部 
広域的な環境

行政の推進 

本市における取り組みだけでは解決

できない課題に対し、近隣自治体等と

連携し、広域的な取り組みを推進す

る。 

【加入団体数】6 団体 【加入団体数】4 団体 

環境清掃部 
環境活動団体

の支援 

市民団体の自発的な環境活動を推進

するため、講師派遣、発表の場の提供、

連絡会の開催などの支援を行う。 

【登録数】15 団体 【登録数】34 団体 

環境清掃部 
地域清掃活動

補助 

地域清掃に係る活動団体の支援を行

い、地域の自主清掃を促進する。 
【ごみ袋配布】無 

【ごみ袋配布】有 

【団体数】494 団体 
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（６）環境学習の推進 

ア 環境学習の実施 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 市民環境講座 

多くの市民が環境問題に関する興味

や関心を持ち、環境配慮活動の実践に

繋げる機会となる講座を開催する。

（H15開始） 

  
【講座回数】6 回 

【参加者数】130 人 

環境清掃部 
啓発資料作

成・観察会開催

自然環境政策専門員を活用し、市民の

理解を促進する啓発資料の作成や各

種の講演会・観察会を実施する。 

  
【資料種類数】6 種 

【観察会回数】6 回 

環境清掃部 親子環境教室 

家族単位で環境に関心を持っていた

だくことを目的に、小学生とその親を

対象に、自由研究のサポートとして、

夏季に親子環境教室を開催する。 

  
【教室回数】4 回 

【参加者数】72 人 

環境清掃部 
講演会等の開

催 

環境への配慮活動を促進するために、

事業者を対象に講演会等を開催しま

す。（H15開始） 

 【講演会回数】1 回 

環境清掃部 

クリーンセン

ター等施設見

学の実施 

クリーンセンター及び衛生処理場に

おいて、小・中学生や市民等の施設見

学を受け入れ、実施する。（H12衛

生処理場建替） 

【団体数】 

クリーン；82 団体， 

衛生；32 団体 

【人数】 

クリーン；4,079 人， 

衛生；870 人 

【団体数】 

クリーン；76 団体，

衛生；4 団体 

【人数】 

クリーン；3902 人，

衛生；252 人 

水と緑の部 観賞会の開催 

各種観賞会を開催する。「ホタル観賞

会」；7月下旬～8月上旬、「もみじ

観賞会」；11月末～12月上旬、「山

ユリ観賞会」；7月末 

【参加者数】 

ホタル；9,257 人， 

もみじ；2,100 人， 

山ユリ；171 人 

【参加者数】 

ホタル；14,156 人，

もみじ；14,507 人，

山ユリ；990 人 

行徳支所 
自然環境保護

啓発 

自然環境に関する情報の提供や保全

意識の啓発活動（講座など）を行う。

（H20開始） 

 【公開講座回数】16 回

生涯学習部 

大町公園一帯

の生態系の保

全 

大町公園一帯の生態系の保護、保全を

図るため、教育普及事業を主催する。

また、環境整備の市民参加などを実施

する。 

【開催数】 

観察会；18 回， 

野草名札つけ；1 回 

【参加者数】 

観察会；382 人， 

野草名札つけ；9 人 

【開催数】観察会；84回，

散策会；34回，野草名

札つけ；100回，環境

整備；76回<累積> 

【参加者数】観察会；

382人，散策会；

2,777人，野草名札つ

け；1,662人，環境整

備；500人<累積> 

生涯学習部 
自然博物館維

持管理事業 

自然博物館の施設維持し、「市川の自

然」を記録・伝承していくとともに、

地域の自然の様子などを紹介する。ま

た、常設展示の内容を更新する。 

【開館日数】305 日 

【入館者数】75,149

人 

【紹介実績】常設展示 

【開館日数】 

3,038 日<累積> 

【入館者数】 

804,432 人<累積> 

【紹介実績】常設展示 

生涯学習部 
自然観察会の

開催 

自然博物館を活用して、自然観察会、

散策会等を実施し、身近な自然に対す

る環境教育を推進する。 

【観察会等開催数】 

41 回 

【参加者数】847 人 

【観察会等開催数】 

291 回<累積> 

【参加者数】 

6,160 人<累積> 

生涯学習部 
自然博物館企

画展事業 

新たな調査・研究の成果を基にした企

画展を3年ごとに開催し、展示の幅

を広げる。また、小企画展時などを開

催する。 

【開催回数】1 回 

【参加者総数】 

17,585 人 

【開催回数】9 回<累積>

【参加者総数】 

171,549 人<累積> 
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イ 環境学習の体制の整備 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

こども部 
リサイクル遊

具等の創作 

牛乳パック・ペットボトルの空容器を

遊具や植木鉢などに活用し、廃品を利

用した創作を体験させ、リサイクルの

意識を養う。 

【実施園数】26 園 

【容器種類】 

牛乳パック、ペット 

ボトル 

【実施園数】24 園 

【容器種類】 

牛乳パック、ペット 

ボトル 

環境清掃部 
環境学習の学

校支援 

小中学校の総合学習等の時間におけ

る環境学習などを対象に、講師派遣や

アドバイスを行う。 

【支援回数】33 回 

【参加者数】1,192 人 

【支援回数】14 回 

【参加者数】691 人 

環境清掃部 
いちかわこど

も環境クラブ 

子どもたちの環境学習や実践活動を

支援するために、環境情報の提供、イ

ベントや環境教室への参加、活動報告

を発表する場の提供等を行う。 

【登録数】19 

【参加者数】349 人 

【登録数】32 

【参加者数】738 人 

環境清掃部 
市民エコ・カレ

ッジ 

環境概論、環境活動団体の紹介、プロ

グラム作りなどをテーマに、地域にお

いて活動するリーダーあるいは市民

団体等を組織・運営する人材の養成を

図る。 

【講座回数】6 回 

【修了者数】20 人 

【講座回数】8 回 

【修了者数】8 人 

環境清掃部 
自然環境啓発

図書の発行 

自然環境実態調査の成果などを市民

に還元するため、啓発図書を作成し、

市内書店等で販売する。（マップH13

発行、発見H18発行） 

  

【配布・販売数】 

マップ；321 部， 

発見；136 冊， 

緑と水辺：9 冊 

環境清掃部 
「環境のはな

し」の発行 

「環境のはなし」等を発行し、環境学

習用の環境情報をH8より発行し、

小・中学校等に提供する。 

【発行】冊子のみ 
【発行】冊子及び 

インターネット公開 

環境清掃部 

ごみ減量化等

に関する学生

用副読本配布 

ごみ減量化・資源化啓発のために、小

中学生に学習用副読本を提供する。 
【配布数】9,430 冊 【配布数】4,945 冊 

環境清掃部 

一般廃棄物処

理パンフレッ

トの作成／活

用 

施設見学会（社会科）で活用するため、

一般廃棄物処理パンフレットを作

成・配布する。 

【配布数】4,079 部 【配布数】3,902 部 

水と緑の部 
緑と花の市民

大学事業 

緑の保全及び緑化の推進に関する講

座を開講し、市民等に対しこれらの知

識と技術を修得できる機会を提供す

る。（H18開始） 

  

【修了生数】 

緑の基礎講座；28 人，

緑の実践講座；23 人

【講座回数】 

緑の基礎講座；11 回，

緑の実践講座；6 回 

水と緑の部 
職場体験等の

受け入れ 

中学校の総合学習への協力として、職

場体験、職場訪問を受け入れる。

(H15) 

  
【学校数】20 校 

【生徒数】95 人 

水と緑の部 
参加型イベン

トの開催 

動植物に関するクイズラリー、ガイ

ド、七夕まつりなどの来園者参加型イ

ベントを企画・実施することにより、

来園者増を図る。 

【イベント参加者数】 

2,232 人 

【イベント参加者数】 

12,960 人 

行徳支所 
自然観察案内

人養成 

保全意識の醸成と保全再生に向けた

施策へつなぐため、自然観察案内人の

養成のための講座を開催する。（H13

開始） 

  
【講座回数】15 回 

【参加者数】258 人 

学校教育部 
学校版環境

ISO 認定事業 

認定校では、具体的な実行プログラム

が計画され、それぞれ工夫を凝らした

特色ある環境への取り組みを実践す

る。（H15開始） 

  【延べ実施校数】35 校
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学校教育部 
学習支援推進

事業 

家庭･地域･学校が一体となって、子ど

もの学びを支援し、環境教育を行う。
【実施校数】39 校 【実施校数】36 校 

生涯学習部 稲作体験 

稲作体験を通じ、自然や人とのふれあ

いや勤労と収穫の歓びを体験するこ

とにより、親子の情愛を深め、心豊か

な子どもたちを育てる。(Ｈ13開始）

  
【開催回数】13 回 

【参加者数】1,391 人

生涯学習部 学芸員の派遣 

体験学習が重視されるようになって

きたため、特に小中学校の自然体験学

習に学芸員を派遣し、学校の支援活動

を行う。また、環境団体や市事業にも

講師を派遣する。 

【講師派遣件数】 

35 件 

【講師派遣件数】 

682 件<累積> 

 

ウ 環境学習の情報の提供 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 
環境ボランテ

ィアの活用 

環境分野に知識をもち、他団体の活動

や学習に協力をしてくれる人材（市民

ボランティア）を登録し、活用を図る。

【登録者数】21 人 【登録者数】42 人 

生涯学習部 

生涯学習ガイ

ドブックの発

行 

行政内の事業面との連携、情報の交換

を行うため、ガイドブックを発行す

る。 

【発行部数】4,000 部 【発行部数】4,000 部

生涯学習部 
図書等環境コ

ーナーの設置 

中央図書館内に環境コーナーを設置

し、最新の文献や歴史資料を整備す

る。 

【書籍数】3,329 冊 

【貸出数】7,371 冊 

【書籍数】4,266 冊 

【貸出数】2,918 冊 
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（７）地球環境問題への関心と理解の醸成 

ア 地球環境問題の啓発 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 
エコライフ推

進員制度 

「エコライフ推進員」15名による啓

発活動により、省エネに配慮したライ

フスタイルの普及促進を図る。（H15

開始） 

  
【啓発回数】36 

【参加者数】2,968 人

環境清掃部 
クールアー

ス・デー啓発

市民・事業者に対して、クールアー

ス・デーでのライトダウンや様々なエ

コライフの取り組みを呼びかける。

（H21開始） 

  【参加者数】586 人 

環境清掃部 

エコライフパ

ンフレット作

成 

エコライフ推進員との協働による啓

発ツールを作成し、啓発時に市民へ配

布する。（H15開始） 

  
【冊子種類数】１ 

【配布数】1,000 部 

 

 

（８）地球環境問題への取組 

ア 地球温暖化防止対策の推進 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 
環境家計簿の

促進 

環境家計簿を積極的に活用し、取り組

みの普及促進を図る。当初は冊子によ

る取り組みだったが、平成21年度か

らインターネットから環境家計簿に

参加することができる制度を開始し

た。 

【手段】冊子 

【取組世帯数】 

746 世帯 

【手段】インターネット

【取組世帯数】 

615 世帯 

環境清掃部 

市川市地球温

暖化対策推進

プランの策定

「市川市地球温暖化対策推進プラン」

を策定し、市民・事業者・市が連携し

て、二酸化炭素排出量を削減するため

の施策を推進する。（H20策定） 

  

【実績】 

プランの策定(H20) 

【重点施策数】6 

環境清掃部 
緑のカーテン

の推進 

公共施設の壁面等に沿ってツル性植

物を栽培することにより、エネルギー

使用量の削減と外観による啓発を図

る。（H21開始） 

  【設置施設数】18 施設

環境清掃部 

地球温暖化対

策実行計画の

推進 

「市川市地球温暖化対策実行計画」に

基づき、省エネルギー・省資源化を推

進するとともに、職員の意識高揚を図

る。（H13開始） 

  

【活動目標項目数】 

10 項目 

【二酸化炭素増減】 

H11 比 -3.4％ 

 

イ オゾン層破壊の抑制 

担当部署 事業名 
事業概要 

（目的、対象、内容、実施期間） 

事業実績（事業指標の変化） 

平成 12 年度 平成 21 年度 

環境清掃部 
フロン適正処

理の推進 

環境保全協定を締結した事業者にフ

ロンの適正処理を要請します。 
【要請数】94 事業所 【要請数】72 事業所 
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資資料料６６  環環境境基基準準  

（１）大気に関する環境基準 

■大気汚染に係る環境基準 

項目 環境基準 

二酸化硫黄 
１時間値の１日平均値が 0.04ppm 以下であり、かつ１時間値が
0.1ppm 以下であること 

二酸化窒素 
１時間値の１日平均値が 0.04 から 0.06ppm のゾーン内またはそれ
以下であること 

光化学オキシダント 1 時間値が 0.06ppm 以下であること 

浮遊粒子状物質 
１時間値の１日平均値が 0.10mg/㎥以下であり、かつ１時間値が
0.20mg/㎥以下であること 

一酸化炭素 
１時間値の１日平均値が 10ppm 以下であり、かつ１時間値の８時間
平均値が 20ppm 以下であること 

 

 

■有害大気汚染物質の環境基準 

項目 環境基準 

ベンゼン １年平均値が 0.003mg/㎥以下であること 

トリクロロエチレン １年平均値が 0.2mg/㎥以下であること 

テトラクロロエチレン １年平均値が 0.2mg/㎥以下であること 

ジクロロメタン １年平均値が 0.15mg/㎥以下であること 

 

 

■微小粒子状物質に係る環境基準 

項目 環境基準 

微小粒子状物質 
１年平均値が 15μg/m3以下であり、かつ、1 日平均値が 35μg/m3

以下であること 
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（２）水質に関する環境基準 

■人の健康の保護に関する環境基準 

項目 環境基準 項目 環境基準 

カドミウム 0.01mg/ℓ以下 1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/ℓ以下 

全シアン 検出されないこと トリクロロエチレン 0.03mg/ℓ以下 

鉛 0.01mg/ℓ以下 テトラクロロエチレン 0.01mg/ℓ以下 

六価クロム 0.05mg/ℓ以下 1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/ℓ以下 

ヒ素 0.01mg/ℓ以下 チウラム 0.006mg/ℓ以下 

総水銀 0.0005mg/ℓ以下 シマジン 0.003mg/ℓ以下 

アルキル水銀 検出されないこと チオベンカルブ 0.02mg/ℓ以下 

ポリ塩化ビフェニル 検出されないこと ベンゼン 0.01mg/ℓ以下 

ジクロロメタン 0.02mg/ℓ以下 セレン 0.01mg/ℓ以下 

四塩化炭素 0.002mg/ℓ以下 硝酸性窒素及び 
亜硝酸性窒素 

10mg/ℓ以下 
1,2-ジクロロエタン 0.004mg/ℓ以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/ℓ以下 ふっ素 0.8mg/ℓ以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/ℓ以下 ほう素 1mg/ℓ以下 

1,1,1-トリクロロエタン 1mg/ℓ以下 1,4-ジオキサン 0.05mg/ℓ以下 

 

 

■生活環境の保全に関する環境基準（河川） 

項目 
 
 

類型 

利用目的の適応性 

環境基準 

水素イオン濃度

（ｐＨ）

生物化学的
酸素要求量
（ＢＯＤ）

浮遊物質量
（ＳＳ）

溶存酸素量 
（ＤＯ） 

大腸菌群数

ＡＡ 
水道 1 級 
自然環境保全及びＡ以下の欄 
に掲げるもの 

6.5 以上
8.5 以下

1mg/ℓ以下  25mg/ℓ以下7.5mg/ℓ以上 
50ＭＰＮ/
100mℓ以下

Ａ 

水道 2 級 
水産 1 級 
水浴 
及びＢ以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上
8.5 以下

2mg/ℓ以下  25mg/ℓ以下7.5mg/ℓ以上 
1,000ＭＰＮ/
100ｍ以下

Ｂ 
水道 3 級 
水産 2 級 
及びＣ以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上
8.5 以下

3mg/ℓ以下  25mg/ℓ以下 5mg/ℓ以上 
5,000ＭＰＮ/
100ｍ以下

Ｃ 
水道 3 級 
工業用水 1 級 
及びＤ以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上
8.5 以下

5mg/ℓ以下  50mg/ℓ以下 5mg/ℓ以上 － 

Ｄ 
工業用水 2 級 
農業用水 
及びＥの欄に掲げるもの 

6.0 以上
8.5 以下

8mg/ℓ以下 100mg/ℓ以下 2mg/ℓ以上 － 

Ｅ 
工業用水 3 級 
環境保全 

6.0 以下
8.5 以下

10mg/ℓ以下
ごみ等の浮
遊が認めら
れないこと

2mg/ℓ以上 － 
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■生活環境の保全に関する環境基準（海域） 

項目 
 
 
類型 

利用目的の適応性 

環境基準 

水素イオン濃度
（ｐＨ）

化学的酸
素要求量

（ＣＯＤ）

溶存酸素量
（ＤＯ）

大腸菌群数 
ｎ-ヘキサン
抽出物質等
(油分等) 

Ａ 

水産 1 級 
水浴 
自然環境保全及びＢ以下の欄 
に掲げるもの 

7.8 以上
8.3 以下

2mg/ℓ以下 7.5mg/ℓ以上
1,000ＭＰＮ/ 
100mℓ以下 

検出され
ないこと

Ｂ 
水産 2 級 
工業用水 
及びＣの欄に掲げるもの 

7.8 以上
8.3 以下

3mg/ℓ以下 5mg/ℓ以上 － 
検出され
ないこと

Ｃ 環境保全 
7.0 以上
8.3 以下

8mg/ℓ以下 2mg/ℓ以上 － － 

（注）1．自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2．水産 1 級：マダイ、ブリ、ワカメ等の水産生物用及び水産 2 級の水産生物用 

水産 2 級：ボラ、ノリ等の水産生物用 

3．環境保全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等も含む）において不快を生じない限度 

 

 

■東京湾の全窒素及び全燐に係る環境基準の暫定目標 （単位：mg/ℓ） 

水域 該当類型
環境基準 暫定目標（平成16 年度）

全窒素 全燐 全窒素 全燐 

千葉港(甲) 海域Ⅳ 1 以下 0.09 以下 なし なし 

東京湾(イ) 海域Ⅳ 1 以下 0.09 以下 なし なし 

東京湾(ロ) 海域Ⅳ 1 以下 0.09 以下 1.2 なし 

東京湾(ハ) 海域Ⅳ 1 以下 0.09 以下 なし なし 

東京湾(ニ) 海域Ⅲ 0.6 以下 0.05 以下 0.83 0.067 

東京湾(ホ) 海域Ⅱ 0.3 以下 0.03 以下 0.43 0.044 
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（３）地質に関する環境基準 

■土壌の汚染に係る環境基準 

項目 環境基準 項目 環境基準 

カドミウム 検液 1ℓにつき 0.01mg 以下
であり、かつ、農用地にお
いては、米 1kg につき 1mg
未満であること。 

1,1-ジクロロエチ
レン 

検液 1ℓにつき 0.02mg 以下
であること。 

シス-1,2-ジクロロ
エチレン 

検液 1ℓにつき 0.04mg 以下
であること。 

全シアン 検液中に検出されないこ
と。 

1,1,1- ト リ ク ロ ロ
エタン 

検液 1ℓにつき 1mg 以下で
あること。 

有機燐 検液中に検出されないこ
と。 

1,1,2- ト リ ク ロ ロ
エタン 

検液 1ℓにつき 0.006mg 以
下であること。 

鉛 検液 1ℓにつき 0.01mg 以下
であること。 

トリクロロエチレン 検液 1ℓにつき 0.03mg 以下
であること。 

六価クロム 検液 1ℓにつき 0.05mg 以下
であること。 

テトラクロロエチレ
ン 

検液 1ℓにつき 0.01mg 以下
であること。 

ヒ素 検液 1ℓにつき 0.01mg 以下
であり、かつ、農用地（田
に限る）においては、土壌
1kg につき 15mg 未満であ
ること。 

1,3-ジクロロプロ
ペン 

検液 1ℓにつき 0.002mg 以
下であること。 

チラウム 検液 1ℓにつき 0.006mg 以
下であること。 

総水銀 検液 1ℓにつき 0.0005mg 以
下であること。 

シマジン 検液 1ℓにつき 0.003mg 以
下であること。 

アルキル水銀 検液中に検出されないこ
と。 

チオベンカルプ 
 

検液 1ℓにつき 0.02mg 以下
であること。 

ポリ塩化ビフェニル 検液中に検出されないこ
と。 

ベンゼン 検液 1ℓにつき 0.01mg 以下
であること。 

銅 農用地（田に限る）におい
て、土壌 1kg につき 125mg
未満であること。 

セレン 検液 1ℓにつき 0.01mg 以下
であること。 

ふっ素 
 

検液 1ℓにつき 0.08mg 以下
であること。 ジクロロメタン 検液 1ℓにつき 0.02mg 以下

であること。 ほう素 検液 1ℓにつき 1mg 以下で
あること。 四塩化炭素 検液 1ℓにつき 0.002mg 以

下であること。 

1,2-ジクロロエタ
ン 

検液 1ℓにつき 0.004mg 以
下であること。 
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■地下水の環境基準 

項目 環境基準(mg/ℓ) 項目 環境基準(mg/ℓ)

カドミウム 0.01 1,1-ジクロロエチレン 0.02 

シアン 検出されないこと シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04 

鉛 0.01 1,3-ジクロロプロペン 0.002 

六価クロム 0.05 チウラム 0.006 

ヒ素 0.01 シマジン 0.003 

総水銀 0.0005 チオベンカルブ 0.02 

ＰＣＢ 検出されないこと ベンゼン 0.01 

トリクロロエチレン 0.03 セレン 0.01 

テトラクロロエチレン 0.01 ほう素 1 

四塩化炭素 0.002 ふっ素 0.8 

ジクロロメタン 0.02 硝酸性窒素及び 
亜硝酸性窒素 

10 
1,2-ジクロロエタン 0.004 

1,1,1-トリクロロエタン 1 pＨ 5.8～8.6 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006 電気伝導度 －,単位：ms/m 
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（４）騒音及び振動に関する環境基準 

■一般地域（道路に面する地域以外の地域）の環境基準 

地域類型 

環境基準 

該当地域 
昼間 夜間 

午前 6 時～ 
午後 10 時 

午後 10 時～ 
翌日の午前 6 時

ＡＡ 50 デシベル以下 40 デシベル以下 該当なし 

Ａ 

55 デシベル以下 45 デシベル以下

第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用
地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2 種中高
層住居専用地域、江戸川（千葉県側）の風致地
区のうち東日本旅客鉄道株式会社総武線以北の
第 1 種低層住居専用地域及び第 1 種中高層住居
専用地域に接する地先 

Ｂ 

第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、江戸川（千
葉県側）の風致地区のうち東日本旅客鉄道株式
会社総武線以北の第 1 種住居地域及び近隣商業
地域に接する地先 

Ｃ 60 デシベル以下 50 デシベル以下
近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地
域 

 

 

■道路に面する地域の環境基準 

地域の区分 
環境基準 

昼間 夜間 

A 地域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する地域 60 デシベル以下 55 デシベル以下

B 地域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する地域
及びＣ地域のうち車線を有する道路に面する地域 

65 デシベル以下 60 デシベル以下

この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特例

として次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

環境基準 

昼間 夜間 

70 デシベル以下 65 デシベル以下 

個別の住居等において、騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活
が営まれると認められるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間:45 デ
シベル以下、夜間にあっては 40 デシベル以下）によることができる。 

幹線交通を担う道路とは、高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び市町村道（市町村道にあっ

ては 4 車線以上の区間に限る。）等をいう。 
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（５）ダイオキシン類に関する環境基準 

■ダイオキシン類に関する環境基準 

媒体 環境基準 

大気 0.6pg-TEQ/㎥以下 

水質 1pg-TEQ/ℓ以下 

水底の底質 150pg-TEQ/g 以下 

土壌 1,000pg-TEQ/g 以下 

環境基準は、2,3,7,8－四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
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資資料料７７  市市川川市市総総合合計計画画ととのの整整合合  
 

本計画の体系は前節に定めたとおりですが、それ以外の施策についても多様な視点を持つこと

により更なる充実が期待されます。市川市総合計画第二次基本計画では、これらを「いちかわ い

ろどりアプローチ」の考え方とし、45 の施策分野それぞれに 10 の視点を意識した「いちかわ

らしい」施策展開を目指しています。 

 

■ 「いちかわ いろどりアプローチ」の 10 の視点 

① 環境の保全・創造の視点 ⑥ 子育ての支援の視点 

② 安全・安心の向上の視点 ⑦ 教育の振興の視点 

③ ユニバーサルデザインの推進の視点 ⑧ 協働の推進の視点 

④ 健康の増進の視点 ⑨ 地域経済の活性化の視点 

⑤ 文化の振興の視点 ⑩ ＩＣＴの利活用の視点 

 

市川市総合計画第二次基本計画において、「環境の保全・創造の視点」と計画策定時に既に関連

している施策の方向及び施策の大分類について、次ページの表にまとめました。これらは「環境

の保全及び創造」を主目的として実施されていないものも含まれるため、本計画の体系に入って

いないものがあります。市川市総合計画第二次基本計画の評価においては、すべての施策の大分

類ごとに、定期的に施策評価レポートを発行し、その中に「いちかわ いろどりアプローチ」に

基づく取り組み事例について取りまとめて市民に公開することとしていますので、本計画の体系

に偏らず、「環境の保全・創造の視点」を意識して、必要な部署間の連携を綿密にし、施策展開を

行っていきます。 
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■ 「環境の保全・創造」アプローチに関連する施策 

市川市総合計画第二次基本計画に 
おける基本目標 施策の大分類 

環境の保全・ 

創造の視点 

市川市環境基本

計画との関連 

基本目標１ 真の豊かさを感じるまち 

健康で安心して暮らせる、地域福祉の 

充実したまちをつくります 

保健・医療 ○  

子育て ○  

社会保障・住まい ○  

スポーツ ○  

豊かな人間性を育み、創造力あふれる 

子どもを育てます 
子どもの教育 ○  

生きがいを見いだす、いきいきと 

した生涯学習社会をつくります 
生涯学習 ○  

基本目標２ 彩り豊かな文化と芸術を育むまち 

文化的資産や伝統文化をまちの 

活性化に活かします 
文化的資産 ○  

基本目標３ 安全で快適な魅力あるまち 

安全で安心して暮らせるまちを 

つくります 

治水 ○ ☆ 

防犯 ○  

快適な暮らしを支え、質の高い 

都市基盤整備を進めます 

道路・交通 ○ ☆ 

下水道 ○ ☆ 

住宅・住環境 ○  

公共施設 ○  

自然、歴史、社会環境などを 

活かして、バランスのとれた 

魅力ある土地利用を図ります 

土地利用 ○  

景観 ○ ☆ 

産業を振興し、活力あるまちを 

つくります 

商工業 ○  

都市農業 ○ ☆ 

水産業 ○ ☆ 

基本目標４ 人と自然が共生するまち 

自然を大切にし、やすらぎと 

潤いのあるまちをつくります 

自然環境 ○ ☆ 

公園・緑地 ○ ☆ 

河川・水辺 ○ ☆ 

環境への負荷の少ないまちを 

つくります 

地球環境 ○ ☆ 

生活環境 ○ ☆ 

廃棄物の発生を抑制し 

資源循環型のまちをつくります 
資源循環型社会 ○ ☆ 

基本目標５ 市民と行政がともに築くまち 

まちづくりのための新しい 

コミュニティをつくります 

地域コミュニティ・

市民活動 
○ ☆ 

分権時代にふさわしい 

行財政運営を推進します 
広域行政 ○ ☆ 

※注意 ・本表内の「施策の方向」、「施策の大分類」、並びにそれらの内容は、市川市総合計

画第二次基本計画において、記載されている語句です。本計画の記載内容と調整

をしておりますが、若干異なる場合があります。 

・本表内の記号 ○計画策定時に関連がある ☆本計画の体系内 
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資資料料８８  計計画画策策定定のの経経緯緯  

 

会議・開催日 議題等 

市民意向調査 

（平成 21 年 12 月） 

・「市川市総合計画第二次基本計画策定に係る調査」と

して実施 

第６期環境市民会議 

（平成 21 年７月～平成 22 年１月）

・「みんなで築く 持続可能な社会のために」提案 

関係部署による事業調査 

（平成 22 年 6 月） 

 

第１回環境マネージャー全体会議 

（平成 22 年 7 月 9 日） 

・「次期環境基本計画の策定について」 

第１回環境調整会議 

（平成 22 年７月 15 日 

・「次期環境基本計画の策定について」 

第１回環境審議会 

（平成 22 年８月 27 日） 

・「環境基本計画について」（報告） 

第２回環境審議会 

（平成 22 年 11 月 11 日） 

・「環境基本計画について」（報告） 

関係部署からの意見募集 

（平成 23 年 1 月） 

・「次期環境基本計画（素々案）」 

第３回環境審議会 

（平成 23 年 1 月 25 日） 

・「(仮称)第二次環境基本計画の策定について」（諮問）

第３回環境マネージャー全体会議 

（平成 23 年 2 月 9 日） 

・「(仮称)第二次環境基本計画の策定について」 

パブリックコメント実施 

（平成 23 年 2 月 12 日～3 月 14 日）

・「『(仮称)第二次環境基本計画』（素案）への意見募集」

第１回担当者説明会 

（平成 23 年 2 月 17 日） 

・「(仮称)第二次環境基本計画の策定について」（素案の

説明） 

関係部署からの意見募集 

（平成 23 年 2 月～3 月） 

・「(仮称)第二次環境基本計画（素案）」 

第２回担当者説明会 

（平成 23 年 4 月 14 日） 

・「(仮称)第二次環境基本計画の策定について」（パブリ

ックコメント実施結果の説明） 

第１回環境マネージャー全体会議 

（平成 23 年 5 月 26 日） 

・「(仮称)第二次環境基本計画の策定について」 

第１回環境審議会 

（平成 23 年６月 2８日） 

・「第二次環境基本計画（案）について」 

第 2 回環境審議会 

（平成 23 年 7 月 29 日） 

・「第二次環境基本計画（案）について」 

第 1 回環境調整会議 

（平成 23 年 8 月 12 日） 

・「第二次環境基本計画（案）について」 

第 3 回環境審議会 

（平成 23 年 10 月 7 日） 

・「第二次環境基本計画（案）について」 

第 4 回環境審議会 

（平成 23 年 11 月 17 日） 

・「第二次環境基本計画（答申案）について」 
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環境審議会（手交式） 

（平成 23 年 12 月 15 日） 

・「第二次環境基本計画の策定について」（答申） 

第 3 回担当者説明会 

（平成 24 年 1 月 13 日） 

・「第二次環境基本計画の策定について」 

（計画案の説明） 

第 3 回環境マネージャー全体会議 

（平成 24 年 1 月 25 日） 

・「第二次環境基本計画の策定について」 

（計画案の説明） 

第 2 回環境調整会議 

（平成 24 年 2 月 3 日） 

・「第二次環境基本計画の策定について」 

（計画案の説明） 

（平成 24 年 3 月 14 日） 第二次環境基本計画の策定 
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資資料料９９  用用語語解解説説  
 

＜あ行＞ 

■アスベスト（石綿） 

天然に産する繊維状ケイ酸塩鉱物で、耐熱

性、耐磨耗性に優れ、酸、アルカリなどにも

強く、丈夫で変化しにくいという特性があり

ます。この特性から、高度成長期（昭和 45

年～平成 2 年）には、建築工事の吹付け作業

やスレート材などの建築材料、工業用品など

に広く使われてきました。しかし、アスベス

トの繊維は極めて細いため、気づかないうち

に人体に吸い込み蓄積されると、肺がんや中

皮腫など健康に悪影響を及ぼすおそれがあり、

曝露から発症まで 20 年から 50 年と潜伏期

間が長いことが特徴です。 

 

■硫黄酸化物 

石油などの硫黄分を含んだ燃料が燃焼して

生じる汚染物質です。一般的に燃焼過程で発

生するのは大部分が二酸化硫黄（SO2：亜硫

酸ガス）であり、無水硫酸（SO3）が若干混

じり、環境基準は、二酸化硫黄について定め

られています。硫黄酸化物は、人の呼吸器に

影響を与えたり、植物を枯らしたりします。 

 

■市川市一般廃棄物処理基本計画 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第6条

第 1 項に基づき、長期的・総合的視点に立っ

て計画的な廃棄物処理の推進を図るための基

本的な方針を定めた計画です。「ごみ処理編」

と「生活排水処理編」から構成され、平成 21

年度に改正しました。 

 

■市川市教育振興基本計画 

市川市の教育が目指す基本的な方向と目標

を明確にして、その実現に必要な施策を計画

的・総合的に実施することをねらいとして、

平成 21 年 3 月に策定しました。 

 

■市川市景観基本計画 

市川市における景観まちづくりの考え方を

明らかにするとともに、その実現に向けて市

民・事業者と行政の協働による景観まちづく

り活動の指針として、平成 16 年 5 月に策定

しました。 

 

■市川市健康都市プログラム 

WHO の大憲章にある「健康を維持するこ

とは人類の基本的な権利である」という考え

に基づき、市川市の健康都市施策の基本的な

考え方及び施策の方向を示すものです。市民

の健康と、健康の決定要因の現況を明らかに

し、将来に向かってこれらの課題にどのよう

に対応していくかの政策推進のプログラムで

あり、平成 17 年 3 月に策定しました。 

 

■市川市自然環境保全再生指針 

自然環境の保全再生に係る市川市の市政を

示すとともに、自然環境の科学的な評価に基

づいた目標、方針及び配慮事項を示し、平成

18 年 3 月に策定しました。 

 

■市川市生涯学習推進計画 

生涯学習の考え方や関連事業を総合的に進

めるための方向を踏まえ、今後取り組むべき

施策や事業の具体化を図ることと、様々な分

野の計画との整合性を図りながら、総合的な

施策として推進していくために策定しました。

市川市教育振興基本計画の部門別計画として

位置づけられていて、平成 22 年 8 月に第三

次の計画を策定しました。 

 

■市川市生活排水対策推進計画 

市川市が生活排水対策重点地域に千葉県か

ら指定されたことを受け、生活排水対策の方

向を定めた計画です。平成 15 年 3 月に改訂

版を策定しました。 

 

■市川市総合計画 

長期的な将来展望に基づいて、市政運営を

総合的・計画的に進めるための根幹となる計

画であり、行政の各分野における計画や事業

展開の指針となると同時に、市民と行政の共

通の将来目標となるものです。「基本構想」「基

本計画」「総合 5 ヵ年計画」から構成されて

います。 
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■市川市総合交通計画 

各交通機関に関わる施設の整備や交通サー

ビスの提供等、ハード・ソフトが一体となっ

た総合的な交通体系を構築するため、施策を

総合的、一体的、効率的に考えた長期的な計

画として、平成 21 年 4 月に改定しました。 

 

■市川市都市計画マスタープラン 

都市計画法第 18 条の２に基づき、都市の

将来のあるべき姿や都市づくりの方向性を定

めるものであり、市川市総合計画に示された

将来都市像を具体化していくための基本的な

方針として、平成 16 年 3 月に策定しました。 

 

■市川市地球温暖化対策実行計画 

地球温暖化対策の推進に関する法律第 21

条第 1 項に基づき、市川市の事務及び事業に

関し、省エネルギーや省資源関して記述した

計画です。平成 19 年 7 月に改正しました。 

 

■市川市地球温暖化対策地域推進計画 

地球温暖化対策の推進に関する法律第 20

条に基づき、市川市から排出される温室効果

ガスの排出抑制に向け、各主体による取り組

みを総合的かつ計画的に推進していくことを

目的として、平成 21 年 3 月に策定しました。 

 

■市川市の放射線量低減の取り組みに

係る基本方針 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子

力発電所の事故により放射性物質が放出され

たことによる環境汚染の影響に関する対策に

ついて、今後の方針と取り組みを定めた基本

方針です。平成 23 年 9 月に策定し、同年

11 月に改訂しました。 

 

■市川市分別収集計画 

容器包装にかかる分別収集及び再商品化の

促進等に関する法律第 8 条に基づき、容器包

装廃棄物の分別収集及び 3R を推進し、資源

の有効利用を図るための計画です。具体的な

推進方策を明らかにしていて、平成 22 年 6

月に第 6 期となる計画を策定しました。 

 

■市川市みどりの基本計画 

市内の貴重な緑地を保全し、潤いや安らぎ

のある新たな公園・緑地の整備に向けた基本

的な方策を定めるものとして、平成 16 年 3

月に策定しました。 

 

■一酸化炭素 

炭素を含む燃料が不完全燃焼する際に発生

し、主な発生源は自動車です。一酸化炭素が

体内に吸入されると、血液中のヘモグロビン

と結合して酸素の補給を妨げ貧血を起こした

り、中枢神経をまひさせたりします。 

 

■一般廃棄物 

産業廃棄物以外の廃棄物のことです。一般

廃棄物はさらに「ごみ」と「し尿」に分類さ

れます。また、「ごみ」は商店、オフィス、レ

ストラン等の事業活動によって生じた「事業

系ごみ」と一般家庭の日常生活に伴って生じ

た「家庭ごみ」に分類されます。 

 

■雨水貯留・浸透施設 

雑用水や防火用水として利用するために雨

水を貯留したり、流出抑制や地下水などの枯

渇防止のために雨水を地下に浸透させる施設

のことです。都市型水害の軽減にも繋がりま

す。 

 

■エコドライブ 

環境に配慮した、排出ガスをあまり出さな

い運転の仕方のことです。具体的にはアイド

リングストップや一定速度での走行を心がけ、

急発進・急停止をしないことなどがあります。 

 

■エコファーマー 

持続性の高い農業生産方式の導入の促進に

関する法律（持続農業法）に基づき、土づく

りと化学肥料・化学合成農薬の使用低減に一

体的に取り組む計画を立て、都道府県知事の

認定を受けた農業者の愛称です。 

 

■エコボポイント 

市川市が指定するボランティア活動や清掃

活動などに参加することで、付与される地域

ポイント（制度）のこと。ポイントがたまる

と、市川市が指定する施設を無料で利用でき

たり、市川市が発行している一部の図書等と

交換ができます。 
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■エコライフ推進員制度 

市川市が委嘱した推進員が、市民に対して

エコライフ（環境にやさしい生活）の様々な

取り組みを紹介したり、地球温暖化の現状や

その対策などに関する知識の普及を行うため

に活動する制度です。第 3 期市川市環境市民

会議の提案を受けて、平成 15 年 8 月に発足

しました。 

 

■エネルギー・環境会議 

エネルギーシステムの歪み・脆弱性を是正

し、安全・安定供給・効率・環境の要請に応

える短期・中期・長期からなる革新的エネル

ギー・環境戦略を政府一丸となって策定する

ことを目的として、国家戦略担当大臣を議長

として平成 23 年 6 月に設置された会議です。 

 

■オゾン層 

地球を取り巻く大気中のオゾンの大部分は

地上から約 10～50km 上空の成層圏に存在

し、オゾン層と呼ばれています。太陽光に含

まれる有害紫外線の大部分を吸収し、地球上

の生物を保護する役割を果たしています。 

 

■温室効果ガス 

大気を構成する気体であって、赤外線を吸

収し再放出する気体です。京都議定書では、

二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイド

ロフルオロカーボン、パーフルオロカーボン、

六ふっ化硫黄の6物質が温室効果ガスとして

排出削減対象となっています。 

 

＜か行＞ 

■外来種 

国外や国内の他地域から人為的に導入され

ることにより、本来の分布域を越えて生息又

は生育することとなる生物種です。外来種の

うち、導入先の生態系等に著しい影響を与え

るものを特に侵略的な外来種と呼び、これら

は自然状態では生じ得なかった影響を人為的

にもたらすものとして問題となっています。 

 

■学校版環境 ISO 

学校全体でごみの減量やリサイクル、省エ

ネルギーなどについて自ら目標を立て、継続

的に取り組み、その成果をチェックする体制

を整え推進していく仕組みです。各学校が、

市川市から認定を受けて行っています。 

 

■環境影響評価 

環境に大きな影響を及ぼすおそれがある事

業について、その事業の実施に当たり、あら

かじめその事業の環境への影響を調査、予測、

評価し、その結果に基づき、その事業につい

て適正な環境配慮を行うことです。わが国に

おいては、環境影響評価法等に基づき、道路

やダム、鉄道、発電所などを対象にして、地

域住民や専門家や環境担当行政機関が関与し

つつ手続が実施されています。 

 

■環境家計簿 

家庭での電気・ガスなどのエネルギーの使

用量を記入し、どのくらいの二酸化炭素など

が排出されているかを知ることができる家計

簿のことです。地球温暖化を防止するととも

に、家計の節約にも役立ちます。 

 

■環境基準 

大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び

騒音に係る環境上の条件について、それぞれ、

人の健康を保護し、及び生活環境を保全する

上で維持されることが望ましい基準として国

が定めています。この基準は法令に基づく行

政上の目標であり、規制基準ではありません。 

 

■環境基本法 

環境の保全について、基本理念を定め、並

びに国、地方公共団体、事業者及び国民の責

務を明らかにするとともに、環境の保全に関

する施策の基本となる事項を定めています。

公害対策基本法に代わって平成 5 年 11 月に

公布・施行されました。 

 

■環境マネジメント 

事業者が自主的に環境保全に関する取り組

みを進めるに当たり、環境に関する方針や目

標等を自ら設定し、これらの達成に向けて取

り組んでいくことです。このシステムの国際

規格である ISO14001 は、国際標準化機構

から発行されています。 
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■京都議定書 

平成 9 年 12 月に京都で開催された気候変

動枠組条約第3回締約国会議において採択さ

れ、先進各国の温室効果ガスの排出量につい

て法的拘束力のある数値目標が決定されると

ともに、排出量取引、共同実施、クリーン開

発メカニズムなどの新たな仕組みが合意され

ました。平成 17 年 2 月に発効されました。 

 

■空間放射線量（率） 

対象とする空間の単位時間当たりの放射線

量のことで、外部被ばくの程度を示す指標で

す。周辺の環境や気象によって変化し、降雨

等により一時的に上昇したり、積雪によって

減少したりすることがあります。 

 

■グリーン購入 

製品やサービスを購入する際に、その必要

性を十分に考慮し、購入が必要な場合には、

できる限り環境への負荷が少ないものを優先

的に購入することです。 

 

■クールアースデイ 

毎年 7 月 7 日を「クールアースデイ」と、

平成 20 年 6 月に定められました。国民全体

が環境問題の大切さを再認識するため、全国

的にさまざまなイベントを実施する日です。 

 

■光化学オキシダント 

工場・事業場や自動車から排出される窒素

酸化物や揮発性有機化合物などが太陽光線を

受けて光化学反応を起こすことにより生成さ

れるオゾンなどの総称で、いわゆる光化学ス

モッグの原因となっている物質です。強い酸

化力を持ち、高濃度では眼やのどへの刺激や

呼吸器に影響を及ぼすおそれがあり、農作物

などにも影響を与えます。 

 

■公共下水道 

主として市街地の下水を排除、処理するた

めのもので、市町村が管理しています。合流

式は、汚水及び雨水を同一の管きょで排除し

処理する方式で、分流式下水道に比べ管路施

設の建設が容易ですが、雨天時の未処理下水

に関する問題が懸念されています。 

 

■交通量 

主として道路のある地点を、単位時間に通

過する自動車・自転車・歩行者などの数です。

単に交通量という場合には自動車についてを

意味します。 

 

＜さ行＞ 

■最終処分場 

廃棄物は、資源化または再利用される場合

を除き、最終的には原則とされている埋立て

により処分されています。この最終処分を行

う施設が最終処分場です。埋め立てる廃棄物

の性状によって異なる構造基準及び維持管理

基準が定められています。 

 

■再使用（Reuse） 

いったん使用された製品や部品、容器等を

再使用することです。具体的には、（1）ある

ユーザーから回収された使用済み機器等をそ

のまま、もしくは修理などを施した上で再び

別のユーザーが利用する「製品リユース」、

（2）製品を提供するための容器等を繰り返

し使用する「リターナブル」、（3）ユーザー

から回収された機器などから再使用可能な部

品を選別し、そのまま、もしくは修理等を施

した上で再度使用する「部品リユース」など

があります。 

 

■再生可能エネルギー 

エネルギー源として永続的に利用すること

ができる再生可能エネルギー源を利用するこ

とにより生じるエネルギーの総称です。 

具体的には、太陽光、風力、水力、地熱、

太陽熱、バイオマスなどをエネルギー源とし

て利用することをいいます。 

 

■再生利用（Recycle） 

廃棄物等を原材料として再利用することで

す。効率的な再生利用のためには、同じ材質

のものを大量に集める必要があり、特に自動

車や家電製品といった多数の部品からなる複

雑な製品では、材質の均一化や材質表示など

の工夫が求められます。なお、再生利用のう

ち、廃棄物等を製品の材料としてそのまま利

用することを「マテリアルリサイクル」、化学
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的に処理して利用することを「ケミカルリサ

イクル」といいます。 

 

■産業廃棄物 

事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃

えがら、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃

プラスチックなど 20 種類の廃棄物をいいま

す。大量に排出され、また、処理に特別な技

術を要するものが多く、廃棄物処理法の排出

者責任に基づきその適正な処理が図られる必

要があります。 

 

■酸性雨 

二酸化硫黄、窒素酸化物等の大気汚染物質

は、大気中で硫酸、硝酸等に変化し、再び地

上に戻ってきます。それには 2 種類あり、雲

を作っている水滴に溶け込んで雨や雪などの

形で沈着する場合と、ほかの一つは、ガスや

粒子の形で沈着する場合があります。当初は

もっぱら酸性の強い雨のことのみに関心が寄

せられていましたが、現在ではより幅広く、

「酸性雨」は両方を合わせたものとしてとら

えられ、より科学的には「酸性沈着」という

用語が使用されています。 

 

■自動車排出ガス測定局 

自動車走行による排出物質に起因する大気

汚染の考えられる交差点、道路及び道路端付

近の大気を対象にした汚染状況を常時監視す

る測定局です。 

 

■循環型社会 

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会に

代わるものとして提示された概念です。循環

型社会基本法では、第一に製品等が廃棄物等

となることを抑制し、第二に排出された廃棄

物等についてはできるだけ資源として適正に

利用し、最後にどうしても利用できないもの

は適正に処分することが徹底されることによ

り実現される、「天然資源の消費が抑制され、

環境への負荷ができる限り低減された社会」

としています。 

 

■じゅんかんパートナー 

循環型社会の構築に取り組む地域コミュニ

ティの形成において、地域を中心とした活動

の活性化とともに、地域活動を担う人材の育

成を推進するために、市川市が廃棄物減量等

推進員として認定した市民のことです。 

 

■浄化槽 

水洗し尿や生活排水を沈澱分離あるいは微

生物の作用による腐敗又は酸化分解等の方法

によって処理し、それを消毒、放流する装置

のことです。水洗し尿のみを処理する施設を

単独処理浄化槽、水洗し尿及び生活雑排水を

一緒に処理する施設を合併処理浄化槽と呼ば

れます。 

 

■生態系 

あるまとまった地域に生活する生物全体と

その地域を構成する環境が一体となったシス

テムをさします。池、森、山、海域などが、

それぞれひとつの生態系として扱われます。

生態系の中では生物同士、また生物と環境が

互いに影響しあいつつ継続的な安定した関係

を保っています。開発などによる自然の改変

は、その地域の生態系のバランスを崩し、そ

こに住んでいたいくつかの生物を滅ぼしたり

して、生態系の内容を変えてしまうおそれが

あります。 

 

■生物多様性 

生物は地球上のあらゆる場所に見られ、そ

の色・形・大きさ、行動、生活史など、極め

て変化に富んでおり、こうしたすべての生物

の変異を「生物多様性」といいます。生物の

変異は、遺伝子、種、生態系という、それぞ

れのレベルで捉えることができます。 

 

■絶滅危惧種 

地域の急速な環境変化、移入生物、乱獲な

どが原因で、絶滅したり、絶滅寸前の追いや

られている動植物の種を分類するものです。

大きくは絶滅危惧Ⅰ類と絶滅危惧Ⅱ類があり、

前者は、ごく近い将来、または近い将来に絶

滅の危険性が高いもの、後者は、絶滅の危機

が増大しているものと定義されています。 

 

■騒音レベル 

音は、同じ音圧でも周波数が違うと、人間

の耳には違う大きさの音として感じられます。

耳の感覚補正を組み込んだ騒音計で計った値

を騒音レベルといいます。 
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＜た行＞ 

■ダイオキシン類 

ダイオキシン類対策特別措置法では、ポリ

塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンとポリ塩化

ジベンゾフランに加え、同様の毒性を示すコ

プラナーポリ塩化ビフェニルと定義していま

す。生殖、脳、免疫系などに対して生じ得る

影響が懸念されていて、研究が進められてい

ますが、日本において日常の生活の中で摂取

する量では、急性毒性や発がんのリスクが生

じるレベルではないと考えられています。 

 

■太陽光発電システム 

光が当たると電気が発生する現象を利用し、

太陽の光エネルギーを利用して発電を行うシ

ステムのことです。従来の発電方法より、温

室効果ガスの発生を抑制できます。 

 

■炭化水素 

炭素と水素とからできているものを炭化水

素といい、メタン、エタン、プロパン、アセ

チレン、ベンゼン、トルエン等があります。

これらは、有機溶剤や塗料、プラスチック製

品等の原料として使用されていて、主として

塗料・印刷工場、化学工場やガソリンスタン

ド等の貯蔵タンクからも発生するほか、自動

車等の排出ガスにも含まれています。 

 

■地球温暖化 

地球表面の大気や海洋の平均温度が長期的

に見て上昇する現象のことです。近年、産業

の発展を始めとした人間活動の活発化に伴い、

温室効果ガスの濃度が増加することによって

地球規模での気温の上昇が進行していて、問

題になっています。 

 

■地産地消 

「地域で生産されたものをその地域で消費

すること」を基本とした活動のこと。産地か

ら近ければ輸送コストがかからないため、エ

ネルギー資源の抑制が期待できる。 

 

■窒素酸化物 

石油、ガス等燃料の燃焼に伴って発生し、

その発生源は工場、自動車、家庭の厨房施設

等、多種多様です。燃焼の過程では一酸化窒

素として排出されるが、これが徐々に大気中

の酸素と結びついて二酸化窒素となる。窒素

酸化物は人の呼吸器に影響を与えるだけでな

く、光化学スモッグの原因物質の一つとなり

ます。 

 

■中間処理 

収集したごみの焼却、下水汚泥の脱水、不

燃ごみの破砕、選別などにより、できるだけ

ごみの体積と重量を減らし、最終処分場に埋

立て後も環境に悪影響を与えないように処理

することです。さらに、再資源として利用で

きるものを選別回収し、有効利用する役割も

あります。 

 

■低公害車 

既存のガソリン車やディーゼル車と比べ、

二酸化炭素や窒素酸化物などの排出量が少な

い自動車です。電気自動車、圧縮天然ガス自

動車、メタノール自動車、ハイブリッド自動

車等が実用化されています。地球温暖化、地

域大気汚染の防止の観点から、普及が進めら

れています。 

 

■東京外郭環状道路（外環道路） 

都心から放射状に延びる各高速道路や主要

国道をつなぐことによって、都心方向に集中

する交通を分散、導入して、都心の交通渋滞

解消や首都圏全体の交通の流れをスムーズに

する役割を担う道路です。 

 

■特定外来生物 

特定外来生物による生態系等に係る被害の

防止に関する法律に基づき、生態系、人の生

命・身体、農林水産業への被害を防止するた

め、飼養、栽培、保管、運搬、輸入、野外に

放つこと等を規制されている生物です。 

 

■特別緑地保全地区 

都市内に残された緑地を県知事または市町

村長が計画決定することにより、一定規模以

上の建築行為、木竹の伐採などの行為につい

て許可制とし、現状凍結的な厳しい規制を行

い保全する地区です。この代償措置として損

失補償、土地の買い取り及び固定資産税の減
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免措置等がとられています。 

 

＜な行＞ 

■内分泌かく乱化学物質 

内分泌系に影響を及ぼすことにより、生体

に障害や有害な影響を引き起こす外因性化学

物質または混合物のことです。 

 

■二酸化硫黄 

硫黄分を含む石油や石炭の燃焼により生じ、

かつての四日市ぜんそくなどの公害病や酸性

雨の原因となっています。 

 

■熱回収 

廃棄物等から熱エネルギーを回収すること

です。廃棄物の焼却に伴い発生する熱を回収

し、廃棄物発電をはじめ、施設内の暖房・給

湯等に利用している事例が見られます。 

 

＜は行＞ 

■バイオマス 

再生可能な生物由来の有機性資源で化石資

源を除いたものです。廃棄物系バイオマスと

しては、廃棄される紙、家畜排せつ物、食品

廃棄物、建設発生木材、黒液、下水汚泥など

があります。主な活用方法としては、農業分

野における飼肥料としての利用や汚泥のレン

ガ原料としての利用があるほか、燃焼して発

電を行ったり、アルコール発酵、メタン発酵

などによる燃料化などのエネルギー利用など

もあります。 

 

■排出者責任 

廃棄物等を排出する者が、その適正なリサ

イクル等の処理に関する責任を負うべきとの

考え方です。廃棄物処理に伴う環境負荷の原

因者はその廃棄物の排出者であることから、

排出者が廃棄物処理に伴う環境負荷低減の責

任を負うという考え方は合理的であると考え

られ、その考え方の根本は汚染者負担の原則

にあります。 

 

■ばいじん 

工場・事業場から発生する粒子状物質のう

ち、燃料その他の物の燃焼等に伴い発生する

物質のことです。 

 

■発生抑制（Reduce） 

廃棄物の発生自体を抑制することです。再

使用、再生利用に優先されます。発生抑制の

ため、事業者には、原材料の効率的利用、使

い捨て製品の製造・販売等の自粛、製品の長

寿命化など製品の設計から販売にいたるすべ

ての段階での取り組みが求められています。

また、消費者には、使い捨て製品や不要物を

購入しない、過剰包装の拒否、良い品を長く

使う、食べ残しを出さないなどライフスタイ

ル全般にわたる取り組みが求められています。 

 

■ヒートアイランド現象 

都市域において、人工物の増加、地表面の

コンクリートやアスファルトによる被覆の増

加、それに伴う自然的な土地の被覆の減少、

さらに冷暖房などの人工排熱の増加により、

地表面の熱収支バランスが変化し、都心域の

気温が郊外に比べて高くなる現象のことです。 

 

■ビオトープ 

野生生物が生息・生育する空間であり、そ

の状態を保持またはそれを目指して管理され

る場所のことです。 

 

■東日本大震災 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方

太平洋沖地震により東日本の各地に甚大な被

害を及ぼした災害のこと。 

地震や巨大津波とこれに伴う東京電力福島

第一原子力発電所の事故により発生した放射

性物質による環境汚染など複合的なものとな

り、我が国にとって未曽有の国難となってい

ます。 

 

■干潟 

干出と水没を繰り返す平坦な砂泥底の地形

で、内湾や河口域に発達します。浅海域生態

系の一つであり、多様な海洋生物や水鳥等の

生息場所となるなど重要な役割を果たしてい

ます。 
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■光害 

良好な「光環境」の形成が、人工光の不適

切あるいは配慮に欠けた使用や運用、漏れ光

によって阻害されている状況です、又はそれ

による悪影響をさします。 

 

■微小粒子状物質 

浮遊粒子状物質のうち、粒径 2.5μm 以下

の小さなものです。健康への影響が懸念され

ています。 

 

■富栄養化 

湖沼や内湾の水質が、窒素、りん等の栄養

塩が多い状態に遷移することです。藻類の異

常繁殖により、アオコ、赤潮等の原因となり

ます。湖沼や東京湾等の内湾で生活排水等の

人為的な原因で急速に進行していることが問

題になっています。 

 

■浮遊粒子状物質（SPM） 

大気中に浮遊する粒子状の物質（浮遊粉じ

ん、エアロゾルなど）のうち粒径が 10μm

以下のものをいいます。 

 

■フロン類 

クロロフルオロカーボン、ハイドロクロロ

フルオロカーボン、ハイドロフルオロカーボ

ンといった化学物質の総称です。クロロフル

オロカーボンとハイドロクロロフルオロカー

ボンはオゾン層破壊効果を持ち、ハイドロフ

ルオロカーボンは強い地球温暖化効果を持ち

ます。 

 

■ プ リ シ ー ド - プ ロ シ ー ド モ デ ル

（PRECEDE-PROCEED Model） 
米国、カナダを中心に、世界各地でよく用

いられているヘルスプロモーションや保健プ

ログラムの企画・評価モデルです。 

プリシードは、9 つの段階に分けた際の 1

～5 の段階を指します。教育・環境の診断と

評価のための前提・強化・実現要因の略であ

り、ニーズアセスメントの段階です。  

①社会診断：コミュニティの情報活動を通

じてニーズを知り、何を欲しているか確定す

る 

②疫学診断：健康問題を明らかにし介入の

優先順位を定める 

③行動・環境診断：2 で選ばれた健康問題

にかかわる行動・環境要因を明らかにする 

④教育・組織診断：健康行動の準備・実現・

強化要因を明らかにする 

⑤運営・政策診断：介入プログラムの実行

へ向けた最終的な戦略や計画を定める 

プロシードとは、6～9 までの段階を指し

ます。教育・環境の開発における政策的・法

規的・組織的要因の略であり、健康増進計画

の発展段階のことです。  

⑥実施：健康増進プログラムの実施 

⑦経過評価：計画通りに実施されているか

評価する  

⑧影響評価：前提・実現・強化要因や変化

の度合いを評価する 

⑨結果評価：最終的なプログラムの効果を

評価する 

 

■分散型エネルギー 

従来の原子力発電所、火力発電所などの大

規模な集中型の発電所等で作られて供給され

るエネルギーに対して、そのエネルギーを必

要とする場所の近くの地域ごとに分散して発

電等がなされその地域内で使用されているエ

ネルギーを意味します。環境問題への対応、

防災・バリアフリーへの対応、経済的メリッ

トの追及などを目的として近年は導入が進め

られています。 

 

■粉じん 

物の破砕、選別その他の機械的処理等に伴

い発生、飛散する物質です。 

 

■放射線 

ある特定の原子核が別の原子核に変化(壊

変または崩壊)する際に放出される高速の粒

子や、高いエネルギーを持った電磁波のこと

をいいます。放射線には、アルファ線、ベー

タ線、ガンマ線の他、エックス線、中性子線、

重粒子線などいろいろな種類があります。 

 

■放射能 

放射線を放出する能力を意味する言葉で、

数量的には１秒間当たりに壊変または崩壊す

る原子核の数で示されます。 
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＜ま行＞ 

■マイバッグ運動 

ごみの発生抑制と石油の利用を抑えて二酸

化炭素の排出抑制にもつながるレジ袋削減へ

の取り組みとして、買い物袋の持参を促進す

る運動のこと。なお、マイバッグの持参が商

品等の窃取（万引き）の温床になっていると

の指摘もあり、このような視点からの配慮が

必要とも言われている。近年、一部のスーパ

ー等では自発的にレジ袋の有料化や簡易包装

などのごみ発生抑制にも取り組んでいます。 

 

＜や行＞ 

■有害大気汚染物質 

大気中から低濃度ではあるが検出され、長

期間に渡ってばく露することにより健康影響

が生ずるおそれのある物質です。 

 

■優先取組物質 

有害大気汚染物質に該当する可能性がある

物質のうち、大気汚染による人の健康に係る

被害が生ずるおそれの程度がある程度高いと

考えられる物質が優先取組物質として指定さ

れています。地方公共団体のモニタリング等

が規定されていて、ベンゼン、トリクロロエ

チレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメ

タン、ダイオキシン類について環境基準が設

定されています。 

 

■要請限度 

総理府令で定められた道路交通騒音・振動

の限度とされる値です。この値を超え、道路

周辺の生活環境が著しく損なわれると認めら

れた場合、市町村長は道路管理者等に対し、

改善措置を要請することができます。 

 

■余熱利用施設「クリーンスパ市川」 

一般廃棄物の中間処理施設のごみ焼却時に

発生する熱を有効活用して、主にプールや温

浴施設からなる施設のことです。平成 19 年

9 月に整備され、PFI 事業（民間の資金やノ

ウハウを利用している）で運営されています。 

 

＜ら行＞ 

■ラムサール条約 

正式名称は「特に水鳥の生息地として国際

的に重要な湿地に関する条約」です。日本は

昭和 55 年に加入しました。国際的に重要な

湿地及びそこに生息、生育する動植物の保全

と賢明な利用を推進することを目的としてい

て、平成 22 年 3 月現在、わが国では 37 か

所の湿地が登録されています。 

 

■流域下水道 

下水道のうち、2 つ以上の市町村内の排水

を集め、終末処理場で処理するものをさし、

県が管理しています。 

 

■レッドデータブック 

レッドリストに掲載されている種について

生息状況や減少要因等を取りまとめた本です。 

 

■レッドリスト 

日本の絶滅のおそれのある野生生物種のリ

ストです。日本に生息又は生育する野生生物

について、生物学的観点から個々の種の絶滅

の危険度を評価し、絶滅のおそれのある種を

選定してリストにまとめたものです。 

 

＜アルファベット・数字＞ 

■BOD（生物化学的酸素要求量） 

Biochemical Oxygen Demand。水中の有

機汚濁物質を分解するために微生物が必要と

する酸素の量です。値が大きいほど水質汚濁

は著しいことを意味します。 

 

■COD（化学的酸素要求量） 

Chemical Oxygen Demand。水中の有機汚

濁物質を酸化剤で分解する際に消費される酸

化剤の量を酸素量に換算したものです。値が

大きいほど水質汚濁は著しいことを意味しま

す。 

 

■COP（Conference of the Parties） 

条約の締約国会議を意味する略称です。

COP17 は、気候変動枠組条約第 17 回締約
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国会議を意味し、平成 23 年 11 月 28 日か

ら 12 月 11 日まで南アフリカ共和国ダーバ

ンにおいて開催されました。会合では、将来

の枠組みに関する法的効力を有する合意成果

を 2020 年から発効させるという道筋への

合意、京都議定書第二約束期間の設定に向け

た合意などの成果がありました。なお、我が

国は第二約束期間に参加しないことを明らか

にしました。 

 

■e-モニター制度 

市民の意見を広く集め市政に反映していく

ために、市川市が運営する登録制のアンケー

ト制度のことです。モニターとして登録した

人に、電子メールで市からアンケートや情報

を発信し、回答するものです。 

 

■IPCC（気候変動に関する政府間パネル） 

昭和 63 年に、国連環境計画と世界気象機

関により設立されました。地球温暖化に関す

る科学的・技術的・社会経済的な評価を行い、

得られた知見を政策決定者をはじめ広く一般

に利用してもらうことを任務としています。

5～6 年ごとに地球温暖化について網羅的に

評価した評価報告書を発表するとともに、適

宜、特別報告書や技術報告書、方法論報告書

を発表しています。 

 

■NPO（NonProfit Organization） 

様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員

に対し収益を分配することを目的としない団

体の総称です。収益を目的とする事業を行う

こと自体は認められますが、事業で得た収益

は、様々な社会貢献活動に充てることになり

ます。 

様々な分野（福祉、教育・文化、まちづく

り、環境、国際協力など）で、社会の多様化

したニーズに応える重要な役割を果たすこと

が期待されています。 

 

■PDCA サイクル 

品質の維持・向上及び継続的な業務改善活

動を推進する手法のことです。具体的には、

計画（Plan）⇒実行（Do）⇒評価（Check）

⇒見直し（Act）という手順を繰り返し、活

動を円滑に進めます。 

 

■pH（水素イオン濃度） 

水の酸性・アルカリ性を表す指標です。中

性は 7 で、数字が小さいほど酸性度が高いこ

とを意味します。 

 

■3R 

Reduce（廃棄物等の発生抑制）、Reuse

（再使用）、Recycle（再生利用）の 3 つの

頭文字をとったものです。循環型社会を構築

していくためのキーワードです。

 

 


